
保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

1
保健医療
総務課

令和４年度看
護教員養成講
習会事業業務
委託

令和4年4
月1日

27,500,000
公益社団法人沖縄県看
護協会

南風原町字新川２７２番
地１７

第167条の２
第１項第２号

実習指導者講習会（特定分野を含む）及び専
任教員養成講習会事業を的確かつ効果的に
実施できるのは、県内唯一の看護職の職能団
体である公益社団法人沖縄県看護協会のみ
であったため、契約の相手方として選定した。

特命随意
契約

2
保健医療
総務課

令和４年度看
護職の就労環
境改善支援事
業業務委託

令和4年4
月1日

5,520,000
公益社団法人沖縄県看
護協会

南風原町字新川２７２番
地１７

第167条の２
第１項第２号

業務内容が全県的ネットワークを有することが
必要とされ、県全体の医療機関を対象として、
看護職員の離職防止、復職支援が可能となる
ような多様な勤務形態の整備促進の役割が必
要とされ、民間医療機関への支援を含むため、
公平・中立的立場で業務を執行することが求
められる。公益社団法人日本看護協会を「看
護師等の人材確保の促進に関する法律」（平
成４年法律第８６号）第１４条第１項の規定によ
り、平成５年１０月１２日沖縄県告示第７６６号
をもって、沖縄県ナースセンターとして指定して
いる。また、看護職の就労環境改善支援事業
を適切かつ効果的に実施できるのは、県内唯
一の看護職の職能団体である公益社団法人
沖縄県看護協会のみである。以上のことから、
契約の相手方として選定した。

特命随意
契約

3
保健医療
総務課

令和４年度看
護師等就労促
進事業業務委
託

令和4年4
月1日

13,797,000
公益社団法人沖縄県看
護協会

南風原町字新川２７２番
地１７

第167条の２
第１項第２号

本事業は、保健師、助産師、看護師、准看護
師の未就業者に対する就業促進を目的として
いる。公益社団法人日本看護協会を「看護師
等の人材確保の促進に関する法律」（平成４年
法律第８６号）第１４条第１項の規定により、平
成５年１０月１２日沖縄県告示第７６６号をもっ
て、沖縄県ナースセンターとして指定しており、
看護師等就労促進に係わる事業は、平成元年
より同協会へ委託実施されている。よって、契
約の相手方として選定した。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

4
保健医療
総務課

令和４年度潜
在看護師の再
就職支援事業
業務委託

令和4年4
月1日

9,456,000
公益社団法人沖縄県看
護協会

南風原町字新川２７２番
地１７

第167条の２
第１項第２号

業務内容が全県的ネットワークを有することが
必要とされ、県全体の潜在看護師の把握と雇
用促進に役割があり、民間医療機関や施設へ
の支援を含むため、公平・中立的立場で業務
を執行することが求められる。公益社団法人日
本看護協会を「看護師等の人材確保の促進に
関する法律」（平成４年法律第８６号）第１４条
第１項の規定により、平成５年１０月１２日沖縄
県告示第７６６号をもって、沖縄県ナースセン
ターとして指定している。また、潜在看護師の
再就職支援事業を適切かつ効果的に実施でき
るのは、県内唯一の看護職の職能団体である
公益社団法人沖縄県看護協会のみである。以
上のことから、契約の相手方として選定した。

特命随意
契約

5
保健医療
総務課

令和４年度助
産師出向支援
導入事業業務
委託

令和4年4
月1日

2,101,000
公益社団法人沖縄県看
護協会

南風原町字新川２７２番
地１７

第167条の２
第１項第２号

業務内容が、県全体の周産期医療の現状把
握や調査・分析を含んでおり、県内の看護業務
を統率する役割や全県的ネットワークを有して
いる必要がある。また、民間の対象施設間の
支援やマッチング業務を含むため、公平・中立
立場で業務を執行することが求められることか
ら、当該事業を的確かつ効果的に実施できる
のは、県内唯一の看護職の職能団体である公
益社団法人沖縄県看護協会のみであったた
め、契約の相手方として選定した。

特命随意
契約

6
保健医療
総務課

令和４年度専
任教員再教育
事業業務委託

令和4年5
月30日

1,242,000 沖縄県看護教育協議会
うるま市昆布長尾原１８３
２－１

第167条の２
第１項第２号

専任教員再教育研修事業を的確かつ効果的
に実施できるのは、県内唯一の看護教員の任
意団体である沖縄県看護教育協議会のみであ
ることから、契約の相手として選定した。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

7
保健医療
総務課

令和４年度
沖縄県訪問看
護支援事業

令和4年4
月1日

12,713,000
公益社団法人
沖縄県看護協会

沖縄県南風原町字新川
272番地17

第167条の２
第１項第２号

　県全体の訪問看護を統率する役割及び全県
的ネットワークを有することが必要とされ、ま
た、民間事業者への支援を含むため、公平・中
立的立場で業務を執行することが求められる。
沖縄県看護協会は、県内唯一の看護職者の
職能団体であり、当該事業を的確かつ効果的
に実施できる唯一の機関である。

特命随意
契約

8
保健医療
総務課

令和４年度
沖縄県離島へ
き地の保健師
確保対策事業

令和4年4
月1日

9,397,000
公益社団法人
沖縄県看護協会

沖縄県南風原町字新川
272番地17

第167条の２
第１項第２号

　県全体の保健師を統率する役割及び全県的
ネットワークを有することが必要とされ、公平・
中立的立場で業務を執行することが求められ
る。沖縄県看護協会は県内唯一の看護職者の
職能団体で、保健師職能委員会において保健
師活動指針の活用・推進、各種講習会等を開
催するなど、当該事業を的確かつ効果的に実
施できる唯一の機関である。

特命随意
契約

9
保健医療
総務課

令和４年度
沖縄県新人看
護職員多施設
合同研修・研修
責任者等研修
事業

令和4年4
月1日

3,324,000
公益社団法人
沖縄県看護協会

沖縄県南風原町字新川
272番地17

第167条の２
第１項第２号

　県全体の新人看護を統率する役割及び全県
的ネットワークを有することが必要とされ、民間
事業者への支援を含む業務である。公平・中
立的な立場での業務遂行が求められるため、
県内唯一の看護職者の職能団体である公益
社団法人沖縄県看護協会を選定した。

特命随意
契約

10
保健医療
総務課

沖縄県立看護
大学法人化業
務委託

令和4年6
月6日

3,102,000
有限責任監査法人トーマ
ツ

東京都千代田区丸の内
三丁目２番３号　丸の内
二重橋ビルディング

第167条の２
第１項第６号

令和４年４月に法人化した公立大学法人沖縄
県立看護大学について、法人化移行後も法人
化に関連する業務を円滑に進めていくために、
専門的知識や技術、豊富な経験等を有する者
に対し、情報収集、助言等の支援業務を委託
するものである。
県立看護大学において、法人化支援に係る委
託業務を令和２年度及び令和３年度に受託し
ている有限責任監査法人トーマツは、先行法
人における法人化支援の業務実績が豊富であ
るとともに、県立看護大学に関する知識や課題
等も把握していることから、随意契約の相手方
として選定した。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

11
保健医療
総務課

保健所におけ
るタブレット端
末及び通信
サービス使用
契約書

令和4年4
月1日

462,000 株式会社オーシーシー
　沖縄県浦添市沢岻２丁
目17番１号

第167条の２
第１項第２号

通常、タブレット端末と通信サービスは、個別
に契約を行う必要があるが、昨年度までの契
約先である株式会社オーシーシーと契約した
場合、引き続き通信サービスとタブレット端末を
同時に契約することが可能である。他社へ見
積依頼を行った結果、通信サービスとタブレッ
ト端末の同時契約は行えないとの回答を得て
いることから、株式会社オーシーシー１を契約
の相手方として選定した。

特命随意
契約

12
衛生環境
研究所

機器保守契約
（ガスクロマトグ
ラフ質量分析
装置一式）

令和4年4
月1日

2,811,600
西川計測株式会社　沖縄
営業所

沖縄県那覇市久茂地1-
12-12
ニッセイ那覇センタービ
ル6Ｆ

第167条の２
第１項第２号

　この保守の対象機器（ガスクロマトグラフ質量
分析装置）は、精密分析機器であり、その保守
には製造者の技術を要するため、製造者であ
るアジレント・テクノロジー株式会社の部品及び
サポート商品（保守サービス）の県内唯一の販
売店である西川計測株式会社沖縄営業所を契
約の相手方として選定した。

長期継続
契約
特命随意
契約

13
衛生環境
研究所

Agilent G6460A
LC/MS Triple
Quad System
保守点検

令和4年4
月1日

3,263,700
西川計測株式会社　沖縄
営業所

沖縄県那覇市久茂地1-
12-12
ニッセイ那覇センタービ
ル6Ｆ

第167条の２
第１項第２号

　この保守点検の対象機器（LC-MS/MS）は、
精密分析機器であり、その保守点検には製造
者の技術を要するため、製造者であるアジレン
ト・テクノロジー株式会社の部品及びサポート
商品（保守点検サービス）の県内唯一の販売
店である西川計測株式会社沖縄営業所を契約
の相手方として選定した。

特命随意
契約

14
衛生環境
研究所

ゲルマニウム
半導体検出器
の点検・校正に
係る契約

令和4年5
月25日

1,479,940
ミリオンテクノロジーズ・
キャンベラ株式会社

東京都台東区浅草橋4－
19－8

第167条の２
第１項第２号

ゲルマニウム半導体検出器は精密機器であ
り、製造業者以外では点検・校正を行うことが
困難であるため

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

15
北部保健
所

宿泊療養施設
運営委託契約

令和4年4
月1日

317,117,350
株式会社ピースアイラン
ド名護

沖縄県名護市城２丁目11
番６号

第167条の２
第１項第２号

　県内における新型コロナウイルス感染症患
者の増加が懸念される中で、北部圏域におい
ても令和２、３度に引き続き宿泊療養施設を設
置する必要があった。そのため、北部保健所と
の間で令和２年10月８日から令和４年３月31日
まで宿泊療養施設の運営を担った実績があ
り、 (株)ピースアイランド名護の同系列(株)
ピース企画でも宮古保健所との間で新型コロ
ナウイルス感染症患者の宿泊療養施設の運営
業務を担っている実績があること、「ホテルピー
スアイランド名護」のホテルの構造等について
医師が確認し、厳格な管理が必要とされる感
染症患者の療養に適した施設と判断し、その
他の候補ホテルと比較しても最も療養に適して
いると判断した実績があるため契約相手として
決定した。

特命随契

16
北部保健
所

新型コロナウイ
ルス感染症宿
泊療養施設に
係る感染性廃
棄物処理委託

令和4年4
月1日

4,508,460
沖縄県医療廃棄物事業
協同組合

沖縄県名護市城２丁目11
番６号

第167条の２
第１項第６号

　北部圏域の新型コロナウイルス感染症の宿
泊療養施設から排出される感染性廃棄物の処
理委託契約について、令和２、３年度に契約を
行った当該業者は宿泊療養施設の廃棄物保
管場所や回収方法を熟知しており、令和４年度
も当該業者と契約を行うことにより履行期間の
短縮となり契約機会を失う恐れが無く、また他
社と見積書を比較しても最も安価であったため
契約相手として決定した。

17
北部保健
所

新型コロナウイ
ルス感染症に
係る宿泊療養
施設の看護師
委託

令和4年4
月1日

14,827,000
株式会社ナースパワー人
材センター

沖縄県那覇市久茂地１丁
目12番12号ニッセイ那覇
センタービル６F

第167条の２
第１項第５号

　北部圏域の新型コロナウイルス感染症の宿
泊療養施設で勤務する看護師を確保する必要
があるなか、北部保健所採用の任期付職員等
だけでは、医療従事者の需要の高まりや地域
性により必要人員数確保が困難であったた
め、沖縄県（本庁）との契約実績を有しており
看護師の人材確保を継続的、安定的に見込め
る当該業者を契約相手として決定した。

特命随契



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

18
北部保健
所

新型コロナウイ
ルス感染症に
かかる療養施
設の消毒作業
委託契約

令和4年4
月1日

14,245,000
株式会社ビージーエム沖
縄（リリーフ沖縄）

沖縄県那覇市天久１－28
－２

第167条の２
第１項２号

　新型コロナウイルス感染症の新規感染者数
の多い時期には、健康観察や入退居者数の増
加に伴い宿泊療養施設の看護師による消毒業
務が困難となる。新たな療養者を受け入れるた
めの環境整備に不可欠な室内の消毒業務の
サイクルを高める必要があったため、他社と見
積書を比較して最も安価であった当該業者を
契約相手として決定した。

19
宮古保健
所

令和４年度犬
舎管理および
野犬捕獲業務
委託契約

令和4年4
月1日

2,970,000 個人につき非公表 個人につき非公表
第167条の２
第１項第２号

狂犬病予防法第６条および同法施行規則第14
条に基づく、狂犬病予防技術員は、宮古島市
には他にいないため。

特命随意
契約

20
宮古保健
所

収容動物の予
防医療等契約

令和4年4
月1日

2,500,000
株式会社カルペディエム
宮古島動物病院

宮古島市平良字松原
1125-11

第167条の２
第１項第２号

宮古島市の小動物診療施設のうち、当所の仕
様内容を満たして、予防医療、避妊手術および
去勢手術等を実施することができる業者は、他
にいないため。

特命随意
契約

21
宮古保健
所

感染性廃棄物
処分委託契約

令和4年4
月1日

2,366,000
有限会社環境クリーン開
発

宮古島市伊良部長浜
1360-12

第167条の２
第１項第２号

感染性廃棄物処分について、県から「特別管
理産業廃棄物」の収集運搬業及び処分業の許
可を受けている必要があるが、宮古管内で両
方の許可を受けている業者は当該業者のみで
あること及び島外の業者に依頼する場合に
は、平良港の廃棄物受入日が毎週月曜のみで
あるため。

特命随意
契約

22
宮古保健
所

新型コロナウイ
ルス感染症宿
泊療養施設清
掃委託契約

令和4年4
月1日

2,002,000 宮古ビル管理株式会社
宮古島市平良字下里
108-11平良港ターミナル
ビル4F

第167条の２
第１項第２号

新型コロナウイルス感染症に係る清掃業務に
対応可能な業者はR4.4月時点では当該業者
含めて２社しかなく、見積書を徴取したところ、
当該業者の方が１部屋あたりの単価が低いた
め。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

23
宮古保健
所

新型コロナウイ
ルス感染症宿
泊療養施設清
掃委託契約

令和4年4
月1日

2,502,500
株式会社MSマルセイサ
ポート

宮古島市平良字東仲宗
根添1166-597

第167条の２
第１項第５号

新型コロナウイルス感染症に係る清掃業務に
対応可能な業者はR4.4月時点では当該業者
含めて２社しかなく、見積書を徴取したところ、
他社の方が単価が低かったため、本来であれ
ば他社のみと契約を行うところであるが、患者
数の増加が継続しており、他社のみでは対応
できない部屋数の清掃が必要となったため、緊
急的な対応として契約を行うこととした。

特命随意
契約

24
八重山保
健所

新型コロナウイ
ルス感染症宿
泊療養施設の
運営業務委託

令和4年4
月1日

138,457,590 有限会社マイトゥ
沖縄県那覇市宇栄原１丁
目１番10号

第167条の２
第１項第２号

令和２年度から宿泊療養施設の運営委託業務
を受託していたこと。新型コロナの感染拡大に
伴う医療施設の病床確保のために、早急かつ
継続的に宿泊療養施設を確保する必要がある
こと。

特命随意
契約

25
八重山保
健所

新型コロナウイ
ルス感染症宿
泊療養施設消
毒等業務委託

令和4年4
月1日

10,562,000 有限会社　海邦ビル管理
沖縄県石垣市字石垣
488-3

第167条の２
第１項第２号

令和３年度からの感染症の流行を受けて宿泊
療養施設への受け入れを加速させるために、
入居者退所直後の消毒に対応可能な専門業
者に委託する必要があること。業務の性質上、
専門的な知見と手法を有していて、施行実績
があり、かつ早急に対応できる業者であること
が必要なこと。八重山管内に他に対応可能な
業者がいないこと。

特命随意
契約

26
八重山保
健所

新型コロナウイ
ルス感染症宿
泊療養施設等
への看護師派
遣契約

令和4年4
月1日

5,252,263
株式会社ナースパワー人
材センター

沖縄県那覇市久茂地１丁
目１２－１２　ニッセイ那
覇センタービル６階

第167条の２
第１項第５号

株式会社ナースパワー人材センターとは、看
護師人材の安定的、継続的確保等を理由とし
て、本庁感染症医療確保課にて基本契約を締
結しているため、それに基づき個別契約を締結
する。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

27
医療政策
課

公立沖縄北部
医療センター基
本設計等支援
業務

令和４年
５月12日

39,050,000
株式会社システム環境研
究所福岡事務所

福岡県福岡市博多区千
代４丁目30番２号

第167条の２
第１項第２号

公募型プロポーザル方式により広く公募を行っ
たところ２社から応募があった。企画提案内容
等を審査委員会において審査の上、左の社を
契約の相手方として選定した。

28
医療政策
課

沖縄県地域医
療支援センター
運営事業

令和4年　4
月1日

46,300,210 国立大学法人　琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　国立大学法人琉球大学は、沖縄県内唯一の医育
機関であるとともに、琉球大学病院を通じて長年に
わたり離島・本島北部の医療機関に医師を供給し
続けており、地域医療に従事する医師のキャリア形
成と離島・本島北部における医師確保支援の両面
において実績を有する。
　また、その実績により県内医療機関等との強固な
ネットワーク・信頼関係が構築されている。
　これらのことから、本事業を適切（的確）、公正か
つ中立、効果的に履行できる唯一の団体である。

特命随契

29
医療政策
課

令和４年度県
立病院専攻医
養成事業

R4.4.1 324,438,144 沖縄県病院事業局
沖縄県那覇市泉崎1丁目
2番2号

第167条の２
第１項第２号

　離島へき地に中核病院や診療所を有し、長
年にわたって当該病院等へ医師を派遣してき
た実績により、派遣された医師によるフィード
バックを踏まえた臨床研修を行うことができ、
離島へき地医療における高い見識を持った医
師の養成を行うことが可能である。また、離島
へき地に中核病院等を有していることから、日
頃から当該地域の医療に携わり、医療ニーズ
を踏まえたうえで、養成後の派遣を円滑に行え
ることが期待できるため。

特命随契

30
医療政策
課

沖縄県の卒後
医学臨床研修
事業に関する
沖縄県とハワイ
大学との契約
（R4.4.1-
R5.6.30）

R4.4.1 114,926,125 ハワイ大学
2444 Dole street
Honolulu Hawaii 96822

第167条の２
第１項第２号

　本事業の効果的な実施のためには、最新の
医療技術を持った指導医を確保し、幅広い診
療能力が身につけられる研修を行う必要があ
る。
　ハワイ大学は、昭和42年から県立中部病院
に医師を派遣して研修を行ってきた実績があ
り、総合的な診療能力を身につけた医師の養
成を円滑に行えることが期待できるとともに、
幅広いネットワークを持っていることから、海外
から最新の医療技術を持った指導医を確保で
きるため。

特命随契
債務負担
による複
数年契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

31
医療政策
課

令和４年度臨
床研修医確保
対策事業

R4.4.14 26,750,000
一般社団法人　沖縄県医
師会

沖縄県島尻郡南風原町
字新川218－９

第167条の２
第１項第２号

　一般社団法人沖縄県医師会は、医道の高
揚、医学医療の発達普及と公衆衛生の向上を
図り、もって社会福祉を増進することを目的と
する公益的な団体として、地区医師会との連携
のもと幅広い連絡調整機能を有しており、研修
病院の意見の集約・調整を行うにあたっては、
中立公正な立場で研修病院間を取りまとめら
れることが期待できる。
　また、沖縄県内の全ての研修病院の魅力を
効果的に発信するためには、各研修病院の情
報を偏ることなく幅広く収集する必要がある
が、沖縄県医師会においては、研修医歓迎レ
セプションを開催するなど、各研修病院と連携
が取れており、公益的な団体として中立的な立
場から研修病院の情報を収集できる状況にあ
る。これらの理由から、沖縄県医師会は、当該
事業を適正にかつ効果的に実施できる唯一の
団体である。

特命随契

32
医療政策
課

令和４年度専
門医派遣巡回
診療支援事業

令和４年
４月１日

28,575,000
公益社団法人 地域医療
医振興協会

東京都千代田区平河町２
丁目６番３号

 第167条の2
第1項第2号

　地域医療振興協会は、へき地医療に従事す
る医師を養成するために各都道府県の出資に
より創設された自治医科大学の卒業生が中心
となって設立された公益法人である。
　同協会は、へき地医療のエキスパートである
医師間の全国的なネットワークを持ち、離島・
へき地の医療機関のニーズに応じた診療支援
に対応できる能力を有していることから、本事
業を的確かつ効果的に実施できる唯一の団体
である。

特命随契

33
医療政策
課

令和４年度離
島巡回診療ヘ
リ等運営事業

令和４年
４月１日

34,157,000
公益社団法人 地域医療
医振興協会

東京都千代田区平河町２
丁目６番３号

 第167条の2
第1項第2号

　地域医療振興協会は、へき地医療に従事す
る医師を養成するために各都道府県の出資に
より創設された自治医科大学の卒業生が中心
となって設立された公益法人である。
　同協会は、へき地医療のエキスパートである
医師間の全国的なネットワークを持ち、離島・
へき地の医療機関のニーズに応じた診療支援
に対応できる能力を有していることから、本事
業を的確かつ効果的に実施できる唯一の団体
である。

特命随契



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

34
医療政策
課

令和４年度沖
縄県北部及び
離島地域の歯
科衛生士確保
事業

令和４年
４月１日

2,565,926
一般社団法人　沖縄県歯
科医師会

沖縄県島尻郡南風原町
字新川218番地１

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、平成30年度から事業を開始した。
内容は、歯科衛生士養成校の学生や北部、宮
古、八重山の歯科診療所に対する事業の周
知、就業した歯科衛生士や就業先の歯科診療
所に対し、現状や課題等を調査・把握する必要
がある。
　これらの取組を歯科医師や歯科衛生士を構
成員とする沖縄県歯科医師会へ委託して実施
することが適切だと考え、契約の相手方として
選定した。

特命随契

35
医療政策
課

沖縄県医療勤
務環境改善支
援センター運営
業務委託契約

令和４年
４月１日

5,824,940
沖縄県社会保険労務士
会

沖縄県那覇市前島２－12
－12
セントラルコーポ兼陽205
号室

第167条の２
第１項第２号

　業務内容が医療機関の管理者等に対し、労
務管理や医業経営の分野から医療従事者の
勤務環境改善に向けた必要な支援を行うことと
なっており、当該業務を適切、公正かつ中立に
実施することが求められる。
　沖縄県社会保険労務士会は、全国社会保険
労務士会連合会を組織する都道府県社会保
険労務士会のひとつであり、これまでも公益的
な団体として厚生労働省沖縄労働局の委託事
業である「働き方改革推進支援事業」などを実
施している。
　また、平成26年から医療労務コンサルタント
を養成し、沖縄県医療勤務環境改善支援セン
ターの医療労務管理アドバイザーを担っている
ことから、当該事業を適切に実施できる唯一の
機関であることから契約の相手方として選定し
た。

特命随契

36
医療政策
課

令和４年度医
療機能の分化
連携推進事業
業務委託

令和４年
７月11日

6,000,000
一般社団法人　沖縄県医
師会

沖縄県島尻郡南風原町
字新川２１８－９

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、医療機関から診療情報等を収集
し、調査･分析を行い、その調査結果を医療機
関等に周知することで必要とされる医療機能
の充実を促進することを目的としており、実施
にあたっては、地区医師会等の関係団体や有
識者の助言を踏まえて行う必要がある。一般
社団法人沖縄県医師会は、地区医師会をはじ
めとする医療等関係団体とのネットワークを有
し、所属する医師の専門的な見識を得ることが
できるため、当該業務を適正かつ効果的に実
施できる唯一の団体である。

特命随契



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

37
医療政策
課

へき地医療支
援機構運営事
業

令和４年
４月１日

50,125,000
公益社団法人 地域医療
振興協会

東京都千代田区平河町
２丁目６番地３号

第167条の２
第１項第２号

全国的に病院運営を展開し、医師確保に秀で
た「公益社団法人地域医療振興協会」に委託。
①　へき地医療の充実を目的に設立され、主
に全国のへき地で活動を行っている団体であ
り、同様の規模で同様の活動を行っている団
体は、他には確認できない。
②　へき地医療に従事することを希望する医師
等を募集し、医師確保が困難な医療施設との
マッチングを全国的に行っている。
③　へき地等への協会外施設に対しての長期
および短期の医師派遣事業を行っている。
等の理由により、沖縄県の離島及びへき地に
おける医師の不足している医療機関への医師
派遣及び広域的なへき地医療支援事業を行う
ことができると考えられる。よって当該協会は
へき地医療支援機構運営事業を的確かつ効
果的に実施できる唯一の機関である。

特命随契

38
医療政策
課

沖縄県女性医
師等就労支援
窓口事業

令和４年
４月１日

4,389,713
一般社団法人　沖縄県医
師会

沖縄県島尻郡南風原町
字新川２１８－９

第167条の２
第１項第２号

　一般社団法人　沖縄県医師会は、医道の高
揚、医学医療の発達普及と公衆衛生の向上を
図り、もって社会福祉を増進することを目的と
する公益的な団体であり、医療機関の情報収
集については、一部の医療機関に偏ることな
く、公平・中立的立場で情報収集が行えるとと
もに、県内に有する地区医師会との連携のもと
幅広い地域から情報を収集することが可能で
ある。
　また、平成22年４月１日付けで職業紹介を行
うことができる事業者として認められている。
　そして、女性医師支援等のため、平成19年８
月から女性医師部会を設けて仕事と家庭の両
立に向けた活動を行っており、実際に育児と医
師の仕事の両立を行っていた（いる）当該部会
の女性医師から育児と仕事の両立を行うため
の助言を受けることが可能である。
　これらの理由から、沖縄県医師会は、当該事
業を適正かつ効果的に実施できる唯一の団体
である。

特命随契



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

39
医療政策
課

令和３年度県
立病院医師研
修派遣事業

令和４年
４月１日

269,482,220 沖縄県病院事業局
沖縄県那覇市泉崎1丁目
2番2号

第167条の２
第１項第２号

　本事業を円滑に行うためには、対象となる医
師が所属している研修病院、及び北部・離島に
おける県立病院・診療所と緊密な連携を取り合
える体制が必要不可欠であるが、これらの病
院は沖縄県病院事業局の一組織であるため、
病院事業局にて行った方が効率的であるた
め。

特命随契

40
医療政策
課

子ども医療電
話相談事業

令和４年
４月１日

18,658,486
一般社団法人
沖縄県医師会

沖縄県島尻郡南風原町
字
新川２１８－９

第167条の２
第１項第２号

　本業務を実施するに当たっては、専門性の高
い相談に対応できる小児科医等の相談員を確
保でき、県内の小児救急医療機関との連携体
制を有し、各医療圏ごとの小児救急医療体制
に精通していることが必要である。また、電話
相談の内容を分析し、今後の県内における保
護者への啓発活動に繋げることが効果的であ
る。
　これらの条件を満たし、本事業の相談機能の
質を確保し、かつ効果的に実施できる者は県
内では沖縄県医師会の他にはない。

特命随契

41
医療政策
課

子ども医療電
話相談事業

令和４年
４月１日

12,367,575
ティーペック
株式会社

東京都台東区上野
五丁目６番10号

第167条の２
第１項第２号

　令和２年度契約時に公募型プロポーザル方
式により、企画提案内容、業務スケジュール、
実績・組織体制、見積書を総合的に評価し、選
定した。
　令和４年度までは、前年度の履行が適当と認
められれば同者と随意契約を行う。
※県医師会が実施できない時間帯の相談業務
を委託。

特命随契

42
健康長寿
課

令和4年度健康
おきなわ21(第2
次）等最終評
価・次期計画策
定事業

令和4年4
月20日

8,712,000
システムエッグ・Next-i共
同企業体

代表構成員
沖縄県南風原町与那覇
115-1

構成員
愛知県名古屋市中村区
名駅2-35-22

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ2社から応募があった。それぞれの企画提案
内容等を選定委員会において審査し、選定要
領に基づき、左の社を契約の相手方として選
定した。



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

43
健康長寿
課

令和４年度次
世代の健康教
育推進事業

令和4年4
月7日

10,768,000
一般社団法人　沖縄県医
師会

沖縄県南風原町字新川
218-9

第167条の２
第１項第２号

本事業においては、次世代の健康づくり副読
本の活用を促すとともに、児童生徒の望ましい
生活習慣の定着に向けた具体的な取り組みを
行っていく。この点につき、円滑な事業実施が
期待できるものは、副読本作成に携わりその
内容や主旨を熟知している沖縄県医師会のみ
のため、契約の相手方として選定した。

44
健康長寿
課

令和４年度飲
食店受動喫煙
対策状況調査
委託

令和４年
５月２日

1,490,000
（一社）沖縄県食品衛生
協会

浦添市安波茶3-5-2安波
茶交差点ビル103号室

第167条の２
第１項第２号

今回の委託業務は、飲食店の管理権原者に対
し受動喫煙対策の周知及び調査を行い必要な
指導に繋げることを目的としている。沖縄県食
品衛生協会は食品衛生指導員780人余を擁
し、飲食店に対する指導力は最大であり、当該
事業を適切に実施できる唯一の法人であるた
め、契約の相手方として選定した。

45
健康長寿
課

令和４年度職
場の健康力
アップ促進業務

令和4年4
月1日

5,034,400
（一社）トータルウエルネ
スプロジェクトオキナワ

沖縄県中頭郡読谷村字
大湾356番地２F

第167条の2
第1項第2号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ１社から応募があった。企画提案内容等を選
定委員会において審査したところ、左の社の提
案は職場における健康づくりを効果的に支援
を行える体制にある等の評価であったため、契
約の相手方として選定した。



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

46
健康長寿
課

令和４年度親
子で歯っぴ～
プロジェクト(5
歳児版)

令和4年4
月13日

10,993,000
(公社）沖縄県小児保健
協会

沖縄県島尻郡南風原町
字新川218番地11

第167条の２
第１項第２号

本事業は、５歳児を対象として、就学前健診等
での歯科保健指導内容の標準化をすすめると
ともに、モデル市町村での取り組みを行い効果
検証を実施するものである。
　県内市町村の乳幼児健診を受託実施してい
る(公社)沖縄県小児保健協会に本事業を委託
実施することで、その調整機能や人脈を活かし
てモデル市町村での就学前健診へ地域活動
歯科衛生士の円滑な派遣が期待できるととも
に、乳幼児健診での歯科保健指導内容と繋
がった指導実施が可能となる。また、(公社)沖
縄県小児保健協会と市町村、医師・保健師等
の多職種との連携を活かして事業の効果等に
ついても効果的に普及できることが期待でき
る。あわせて前身事業の「親子で歯っぴ～プロ
ジェクト」の事業遂行の経験を活かして、就学
時健診等での歯科保健指導内容の標準化推
進に伴う媒体作成にかかる作業や、モデル市
町村での取組、歯科健診結果等の集計・分析
を円滑に効率よく実施することが可能となる。
これらの理由により（公社）沖縄県小児保健協
会以外に本事業を効果的かつ適切に実施でき
る者はいない。

47
健康長寿
課

令和４年度出
前・歯と口の健
康講座事業

令和4年4
月26日

1,100,000
（一社）沖縄県歯科衛生
士会

沖縄県島尻郡南風原町
字新川218番地1

第167条の２
第１項第２号

本事業は、対象が広域にまたがり、専門的な
歯科保健指導が実施可能な歯科専門団体で
あることが求められる。下記(1)～(3)等の理由
により、（一社）沖縄県歯科衛生士会は本事業
を的確かつ効率的に実施できる団体である。
(1)歯科衛生士は、歯科疾患の予防及び口腔
衛生の向上を図る（歯科衛生士法第1条）こと
を目的として、人々の歯・口腔の健康づくりをサ
ポートする国家資格の専門職であり、（一社）
沖縄県歯科衛生士会は県内唯一の歯科衛生
士の職能団体である。(2)歯科衛生士には、歯
科予防処置、歯科診療の補助、歯科保健指導
の３つの業務が歯科衛生士法に定められてお
り、歯科保健指導が業務委託内容に該当す
る。(3)（一社）沖縄県歯科衛生士会には、県内
各地の歯科衛生士が会員として所属している。



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

48
地域保健
課

新生児聴覚検
査体制整備事
業業務委託契
約

令和4年4
月1日

6,300,000 国立大学法人　琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原1番地

第167条の2
第1項第2号

   琉球大学病院は、人工内耳手術を行い、産
婦人科・小児科・地域の療育機関・ろう学校を
含む教育機関と協力して乳幼児聴覚スクリー
ニングシステムを構築し、診断後の治療までス
ムーズに移行できるような体制を整えている県
内唯一の医療機関であるため、当該事業の委
託先は琉大病院以外にはない。

特命随意
契約

49
地域保健
課

若年妊婦支援
事業委託

令和4年4
月1日

7,362,000
（一社）おきなわ子ども未
来ネットワーク

沖縄県読谷村字座喜味
2412

第167条の2
第1項第2号

　本事業においては、若年者の予期せぬ妊娠
等の相談に対して、医療的支援だけではなく、
相談者の心理面等を熟知し、かつ福祉の知識
や経験を持った者による適切な指導や助言が
求められる。また、若年層が良く活用している
SNS等のツールにて相談を受け付ける等の技
法を持ち、相談者の希望や、相談内容等から
必要と判断される場合には相談者へ積極的に
介入する等、相談に対する迅速な対応、関係
機関との相談体制の確立、継続的な支援が必
要である。
　一般社団法人おきなわ子ども未来ネットワー
クは、専門職の構成員により、的確な指導、助
言が行っており、また同団体が独自で実施して
いる事業において同内容の実績があり、相談
者のニーズを的確にとらえた継続的な相談・支
援が期待できるなど、これらの要件を備えた団
体は他にない。

特命随意
契約

50
地域保健
課

令和4年度　沖
縄県妊娠期か
らのつながるし
くみ検討事業
業務委託

令和4年6
月13日

11,477,000 有限会社のれんずプロ 那覇市曙2-25-39
第167条の2
第1項2号

プロポーザル方式により広く公募し、左の一社
のみ応募。提案内容を5名の審査員で審査し、
契約の相手方として選定した。



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

51
地域保健
課

新型コロナウイ
ルス感染症に
対応した心の
ケア支援事業
業務委託

令和４年
４月１日

3,416,000
一般社団法人
沖縄県公認心理師協会

那覇市首里石嶺町４－３
７３－１沖縄県総合福祉
センター内

第167条の２
第１項第２号

　本事業は、一般県民、保健医療機関等の従
事者、新型コロナウイルス感染症者及びその
家族等の心のケア体制を確保することにより、
県民の不安やストレスの軽減、精神疾患の早
期発見・早期治療を促し、もって社会機能の維
持を精神保健の観点で支えることを目的として
おり、カウンセリング等の専門的知識を持った
心理専門職が傾聴し、早期に適切な対応をす
る必要があるため選定した。

特命随意
契約

52
地域保健
課

地域連携によ
る依存症早期
発見、早期対
応、継続支援
モデル事業業
務委託

令和４年
４月１日

2,025,000
医療法人タピック
沖縄リハビリテーションセ
ンター病院

沖縄県沖縄市比屋根２丁
目15番１号

第167条の２
第１項第２号

　本事業は、依存症患者を適切な治療、支援
に確実に結びつけることを目的として行われる
国のモデル事業であり、知見を十分集積する
観点から同一医療機関等において事業を実施
することが望ましいとされていることから、昨年
度まで本事業を受託していた団体から本事業
を継承して実施するものであり、協力する総合
病院へ相談出張など病院間連携による依存症
患者の早期発見から適切な治療へのつなぎに
関するノウハウがあるため選定した。

特命随意
契約

53
地域保健
課

地域連携によ
る依存症早期
発見、早期対
応、継続支援
モデル事業業
務委託

令和４年
４月１日

1,660,000
沖縄県医療生活協同組
合　沖縄協同病院

沖縄県那覇市古波蔵４丁
目10番55号

第167条の２
第１項第２号

　本事業は、依存症患者を適切な治療、支援
に確実に結びつけることを目的として行われる
国のモデル事業であり、知見を十分集積する
観点から同一医療機関等において事業を実施
することが望ましいとされていることから、昨年
度に引き続き、心療内科を有し、精神科リエゾ
ン専門医が常駐する二次救急告示病院におい
て、当該精神科リエゾン医を中心とした院内連
携により、救急外来にかかったアルコール依存
症者疑い者のスクリーニングから専門医療機
関へのつなぎに至るまで効率的かつ効果的な
取組が見込まれることから選定した。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

54
地域保健
課

令和４年度沖
縄県不妊・不育
専門相談セン
ター事業委託

令和４年
４月１日

2,240,000
公益社団法人
沖縄県看護協会

南風原町新川272番地17
第167条の２
第１項第２号

　保健師、助産師、看護師で構成する職能団
体であり、保健・医療・福祉の各分野に精通
し、相談に対し、心理的・医療的な面から情報
提供、指導、助言が行える。医師会との連携体
制も構築されており、面接相談のための医師
の協力も得られる。さらに、豊富な各種講習会
の実績があり、相談者のニーズを的確にとらえ
た講演会の開催も期待できる。
　以上の要件を備えた団体は他にないため。

特命随意
契約

55
地域保健
課

令和４年度沖
縄県女性健康
支援センター事
業委託

令和４年
４月１日

3,316,582
一般社団法人
沖縄県助産師会

沖縄市中央4丁目15番12
号

第167条の２
第１項第２号

　本事業の相談の多くは妊娠・出産や子育て
（乳児～幼少期）に関する相談が占めており、
相談員は専門的な知識を持っている助産師が
務めることが望ましく、妊娠・出産に対する正し
い知識や理解の普及啓発、適切な情報提供を
行うため、毎年相談員が研修会や講演会に参
加し相談の質の向上を図っている。
　一般社団法人沖縄県助産師会は相談員（助
産師）が常駐しており週６日での相談支援体制
に対応でき継続した支援を行うことができるほ
か、特定妊婦に対する医療機関への同行等の
幅広い支援に対応できる。県内に上記の要件
を備えた団体はなく、本事業の性質上、効果的
な支援を実施していくためには継続して同じ団
体が実施していくことが望ましいため。

特命随意
契約

56
地域保健
課

令和4年度
熱中症予防啓
発期間広報事
業委託

令和4年
4月14日

1,550,000
株式会社
アドスタッフ博報堂

那覇市鏡原町10-8　鏡原
Ｕビル2階

第167条の２
第１項第２号

　熱中症予防対策等について最大限の広報効
果を発揮するため、プロポーザル方式により広
く公募を行ったところ、2社から応募があった。
それぞれの企画提案内容等を選定委員会に
おいて審査したところ、左の社の提案は各広報
媒体の効果的な活用に優れ、最も高得点で
あったため契約の相手方として選定した。



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

57
地域保健
課

令和4年度
沖縄県臓器移
植連絡調整者
設置事業業務
委託

令和4年
4月1日

3,264,000
(公財)
沖縄県保健医療福祉事
業団

沖縄県浦添市沢岻二丁
目23番1号

第167条の２
第１項第２号

　平成11年度から「沖縄県臓器移植連絡調整
者設置事業実施要綱」により臓器移植連絡調
整者を設置し、臓器移植の円滑な実施を図っ
ている。
　本事業は公益性の高い事業であるため、平
成20年度から(公財)沖縄県保健医療福祉事業
団に臓器移植部門を創設し、臓器移植連絡調
整者を配置している。
　上記要綱の要件を満たし、確実に業務遂行
できる唯一の事業者であることから、（公財）沖
縄県医療福祉事業団を委託先に選定した。

特命随意
契約

58
地域保健
課

令和４年度
沖縄県難病相
談・支援セン
ター事業委託
契約

令和４年
４月１日

9,240,000
認定ＮＰＯ法人
アンビシャス

沖縄県那覇市牧志三丁
目24番29号　ｸﾞﾚｲｽﾊｲﾑ
喜納2　(1階)

第167条の２
第１項第２号

　難病患者団体アンビシャスは、難病患者家族
等への相談活動等の実績がある県内唯一の
認定ＮＰＯ法人。難病患者等の悩みや不安等
に対するきめ細かな相談と患者会等の育成に
向けて支援を行っている。
　上記理由により、難病特別対策推進事業を
的確かつ効果的に実施できる唯一の機関であ
るため、随意契約を行った。

特命随意
契約

59
地域保健
課

令和４年度
沖縄県難病医
療提供体制整
備事業委託契
約

令和４年
４月１日

2,426,000
独立行政法人
国立病院機構沖縄病院

沖縄県宜野湾市我如古３
丁目20-14

第167条の２
第１項第２号

　難病対策の中心となる神経難病の診療に特
化した医療機関として、国立病院機構沖縄病
院を県の難病診療連携拠点病院にしている。
そのため、神経難病患者を対象とした一時入
院事業にかかる各種調整等の役割を担う難病
診療連携コーディネーターの配置は国立病院
機構沖縄病院が適している。

特命随意
契約

60
地域保健
課

令和４年度
沖縄県難病医
療提供体制整
備事業委託契
約

令和４年
４月１日

5,203,999
国立大学法人
琉球大学

沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　難病は領域が広く診療科も多岐にわたるた
め、県内唯一の大学病院として多数の診療科
を有する琉球大学病院を県の難病診療連携拠
点病院として指定している。そのため、県内外
の医療機関、国の機関等との連携体制の構築
を図る役割を担う難病診療連携コーディネー
ターの配置は琉球大学病院が適している。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

61
地域保健
課

令和４年度
先天性代謝異
常等検査等委
託契約

令和４年
４月１日

57,545,950
（一社）
中部地区医師会

沖縄県中頭郡北谷町
字宮城1－584

第167条の２
第１項第２号

　当該検査は、県内で出生する全ての新生児
に対して、生まれつきの病気（先天性代謝異常
等）がないかを検査するものであり、大多数の
正常な検体の中から、疑わしい検体を正確に
見つけ出さなければならない特殊な検査であ
る。
　当該検査の特殊性から、検査は、迅速かつ
正確な判定が要求され、検査の実施にあたっ
ては新生児マススクリーニングに関する知識と
技術を有する検査技術者が必要である。
　県内で当該検査が可能な設備を有し、かつ
常時検査可能な職員の配置がある機関は、県
内で一般社団法人中部地区医師会だけであ
る。

特命随意
契約

62
地域保健
課

精神障害者保
健福祉台帳シ
ステム保守サ
ポート契約

令和４年
４月１日

1,320,000
株式会社創和ビジネス・
マシンズ

那覇市泉崎2-23-2
第167条の２
第１項第２号

当該システムの設計、開発、機器の賃貸借に
関しては、創和ビジネス・マシンズが行ってお
り、システムの保守サポートも同一の契約先で
あることが望ましいため

特命随意
契約

63
地域保健
課

精神障害者保
健福祉台帳シ
ステム機器等
賃貸借契約

令和４年
４月１日

1,609,080
株式会社創和ビジネス・
マシンズ

那覇市泉崎2-23-2
第167条の２
第１項第２号

当該システムの設計、開発、保守は、同社が
行っており、同一の者にシステムや整備の維
持管理等を履行させなければ、障害発生時の
対処に支障を生じ、また、管理責任の所在が
不明確になるなど、契約目的の達成が困難と
なるため

特命随意
契約

64
地域保健
課

令和４年度
沖縄県精神科
救急医療体制
業務委託（相談
業務）

令和４年
４月１日

15,154,000
沖縄県精神保健福祉協
会

南風原町宮平212-3
第167条の２
第１項第２号

　当該委託先は、沖縄県全域における精神障
害者の福祉増進、精神保健の知識の普及等、
県民の精神保健福祉の向上を目的とする公益
法人であり、精神保健業務に精通し、中立かつ
公平な立場から精神保健業務を実施すること
が出来ることから、委託先として選定した。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

65
地域保健
課

令和４年度
沖縄県精神科
救急医療体制
業務委託（沖縄
県精神科病院
協会・輪番体
制）

令和４年
４月１日

23,131,200
沖縄県
精神科病院協会

沖縄県うるま市字上江洲
665

第167条の２
第１項第２号

　精神科救急輪番体制の確保及び円滑な運営
には、各病院との調整、経費支払事務等が不
可欠であり、民間の精神科救急医療施設の全
てを構成員とする当該委託先へ委託すること
で、円滑な事務の遂行及び調整等が期待でき
ることから、委託先として選定した。

特命随意
契約

66
地域保健
課

令和４年度
沖縄県精神科
救急医療体制
業務委託（身体
合併）

令和４年
４月１日

13,645,500
県立南部医療センター・
子ども医療センター

島尻郡南風原町字新川
118-1

第167条の２
第１項第２号

　身体合併症は精神疾患と身体疾患が同時に
発症した状態であり、精神科治療と身体科の
治療を同時に進める必要がある。上記の症状
に対応可能な施設として、精神身体合併症専
門病棟を有しているのは当該委託先のみであ
ることから、委託先として選定した。

特命随意
契約

67
地域保健
課

令和４年度
沖縄県精神科
救急医療体制
業務委託（県立
病院・輪番体
制）

令和４年
４月１日

5,596,700
県立精和病院

島尻郡南風原町新川260
第167条の２
第１項第２号

　当該委託先は、本島における精神科救急医
療施設として、他の精神科救急医療施設が対
応していない休日・祝祭日夜間の対応を行って
いることから、委託先として選定した。

特命随意
契約

68
地域保健
課

令和４年度
沖縄県精神科
救急医療体制
業務委託（県立
病院・輪番体
制）

令和４年
４月１日

16,177,300 県立宮古病院 宮古島市平良下里427-1
第167条の２
第１項第２号

　当該委託先は、宮古圏域において、精神科
病床を有する唯一の医療機関であることから、
委託先として選定した。

特命随意
契約

69
地域保健
課

令和４年度
沖縄県精神科
救急医療体制
業務委託（県立
病院・輪番体
制）

令和４年
４月１日

16,177,300 県立八重山病院
石垣市字真栄里584番地
1

第167条の２
第１項第２号

　当該委託先は、八重山圏域において、精神
科病床を有する唯一の医療機関であることか
ら、委託先として選定した。

特命随意
契約

70
地域保健
課

令和４年度
沖縄県精神科
救急医療体制
業務委託（国
立・輪番体制）

令和４年
４月１日

3,797,000
独立行政法人
国立病院機構
琉球病院

沖縄県国頭郡金武町金
武7958-1

第167条の２
第１項第２号

　当該委託先の所在地である金武町を含む精
神科救急北圏域は、南圏域と比較して精神科
救急医療施設が少なく、北圏域において最も
精神科病床数を有する当該委託先の精神科
救急医療体制への協力は不可欠であることか
ら、委託先として選定した。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

71
地域保健
課

子どもの心の
診療ネットワー
ク事業業務委
託

令和４年
４月１日

5,839,000
独立行政法人国立病院
機構
琉球病院

沖縄県国頭郡金武町字
金武7958-1

第167条の２
第１項第２号

　本事業の実施には、子どもの心の問題を専
門的に診療できる児童精神科医が在籍し、か
つ心理士等のスタッフも充実しており、十分な
診療体制を有する医療機関への委託が必要と
なる。
　県内で児童精神科医が複数常勤し、かつ十
分な診療体制を有するのは、琉球病院のみで
あることから、当該事業を円滑に遂行していく
ため、上記相手方と随意契約を行う。

特命随意
契約

72
地域保健
課

沖縄県小児慢
性特定疾病児
自立支援事業
に係るピアカウ
ンセリング業務

令和４年
４月１日

1,712,000
NPO法人こども医療支援
わらびの会

沖縄県南風原町字新川
272-16

第167条の２
第１項第２号

　本事業は、小児慢性特定疾病児童及びその
保護者に対するピアカウンセリングの相談経
験を有し、且つ新たなピアサポーターの育成に
取り組んでいる団体に委託することが望まし
い。
　県内においてピアカウンセリング活動を行っ
ている、又はこれから行おうとしている団体と
のネットワークを県全域に確立しており、かつ
自らも同様の活動を行っている団体はNPO法
人わらびの会のみであることから、当該事業を
円滑に遂行していくため、上記相手方と随意契
約を行う。

特命随意
契約

73
地域保健
課

沖縄県小児慢
性特定疾病児
童等自立支援
員による支援
事業業務委託

令和４年
４月１日

3,346,000
特定非営利活動法人
アンビシャス

沖縄県那覇市牧志3丁目
24番29号
グレイスハイム喜納2　1
階

第167条の２
第１項第２号

　NPO法人アンビシャスは、保健師等有資格の
相談支援員を配置し、難病患者家族等への相
談支援や就労支援の実績がある唯一の事業
者である。
　小児慢性特定疾病児童等ついては、成人後
に難病患者へ移行するケースもあり、児童の
円滑な自立・就労を目的とする当該事業の的
確かつ効果的な実施のため、上記相手方と随
意契約を行う。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

74
衛生薬務
課

令和４年度食
品衛生に係る
調査指導業務

令和4年4
月1日

4,373,000
一般社団法人沖縄県食
品衛生協会

沖縄県浦添市安波茶３丁
目５番２号（安波茶交差
点ビル１０３号室）

第167条の２
第１項第２号

本事業は、食品衛生関係営業施設への指導
業務を委託し、食品衛生思想を普及させ、食中
毒事故等の未然防止を図ることを目的としてい
る。
①同協会は、県内6つの支部をもち、種々の食
品関係営業者を会員として、会員数約13,500
人を擁し、食品衛生思想の普及啓発における
影響力、指導力は県内法人最大であり、これ
までの県の委託事業の実績は申し分なく、本
県が計画している食品関係委託事業を推進で
きる唯一の法人である。
②九州各県においても当該委託業務は食品衛
生協会が行っている。
③同協会は同協会会長から委嘱された食品衛
生指導員761人を擁する(Ｒ３年度末現在)
④同協会は、厚生労働省と県主催による夏期
年末一斉食品取締り月間及び食品衛生月間
において、食品衛生指導員を積極的に参加さ
せ、県内食品関係営業者の資質向上及び一
般住民の食品衛生に対する意識の向上に貢
献している.
　以上の理由から、契約の相手方として選定し
た。

特命随意
契約

75
衛生薬務
課

沖縄県食品衛
生等業務シス
テム運用等保
守業務

令和4年4
月1日

8,085,000
富士通Japan株式会社
沖縄支社

沖縄県那覇市久茂地１丁
目12－12

第167条の２
第１項第２号

随意契約ガイドライン(2)⑩アに該当当該システ
ムは富士通Japan(株)が開発したシステムパッ
ケージを沖縄県仕様にカスタマイズしたもの
で、その開発には多額の資金（18,104千円）が
導入されているため、他の業者に変更する場
合は再度システム構築が必要となり、同額以
上の費用を要すること、また現システムが問題
なく運用できていることから、継続して富士通
Japan(株)と契約を結ぶものである。

長期継続
契約、特
命随意契
約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

76
衛生薬務
課

沖縄県薬剤師
奨学金返還助
成制度委託事
業

令和4年4
月1日

2,643,000
一般社団法人沖縄県薬
剤師会

沖縄県島尻郡南風原町
字新川218番地10

第167条の２
第１項第２号

本事業を実施するに当たり、県外の薬学生
や、地域の薬局・薬剤師への周知が必要であ
るが、県下全域の薬局が加盟し、各薬局等の
薬剤師が会員となっている団体は沖縄県薬剤
師会のみであること、また、当会では、県外の
薬科大学でのU・Ｉターンガイダンス等の薬剤師
確保に係る事業を実施していることから、薬学
生への周知が効率的に行えることから、事業
の運営を効果的、効率的に実施できるため本
会を契約の相手方とした。

特命随意
契約

77
衛生薬務
課

物品売買契約
（乾燥はぶウマ
抗毒素「KMB」
の購入）

令和4年5
月11日

4,894,986
株式会社スズケン沖縄薬
品

沖縄県南風原町字新川
436番地１

第167条の２
第１項第２号

　沖縄県内で乾燥はぶウマ抗毒素を販売して
いる医薬品卸売業者は（株）スズケン沖縄薬品
のみである。
　過去の抗毒素購入契約においても全て誠実
に履行しており、契約を履行しないおそれがな
いと認められる。

特命随意
契約

78
衛生薬務
課

令和４年度県
内国公立大学
薬学部設置推
進協議会

令和4年6
月10日

11,255,000
三菱UFJリサーチ＆コン
サルティング株式会社

大阪府大阪市北区2丁目
5番25号

第167条の２
第１項第２号

本事業は、県内の慢性的な薬剤師不足の状況
を踏まえつつ、将来の薬剤師需給や地域医療
への影響も勘案し、県内国公立大学への薬学
部設置に向けた基本方針を策定するとともに、
薬学部の設置に向けて支援する県内国公立
大学の選定を行うことを目的としている。当該
事業の実施にあたり、単に薬剤師不足の解消
のみならず、薬学部設置による経済波及効果
や地域医療の向上など、地方創生を意識した
基本方針を策定するとともに、県民等に向けて
情報発信していく必要があるため、専門的かつ
最新の知見、高度な調査・分析力、関係者との
調整力、調査手法やノウハウ等を含め、総合
的な企画能力が要求される。そのため、事業
の性質、目的等から判断して、本事業は一般
競争入札ではなく、プロポーザル（企画提案競
争）方式で業者選定を行った。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

79
衛生薬務
課

令和４年度水
道広域化推進
に係る検討業
務委託

令和4年6
月13日

9,994,083

有限責任監査法人トーマ
ツ・株式会社日水コン沖
縄事務所共同企業体

①有限責任監査法人トー
マツ
②株式会社日水コン沖縄
事務所

①東京都千代田区丸の
内三丁目２番３号丸の内
二重橋ビルディング
②沖縄県那覇市赤嶺１丁
目４番地１（ロムズビル）

第167条の２
第１項第２号

　本委託業務は、今後の本県における広域化
に係る推進方針等の策定を支援し、水道広域
化推進計画としてとりまとめるものである。これ
らの業務の実施にあたっては、水道事業に関
する専門的な知識や技術、公営企業会計等の
専門的な知識に基づいた分析力等が必要であ
る。
　また、本委託業務は、令和３年度業務におい
て整理、検討した内容を踏まえ、水道事業広域
連携検討会で議論のうえ、今後の推進方針等
を取りまとめる必要がある。このことから、当該
業務に係る課題や検討結果等の内容について
詳細を熟知している者と契約する必要がある。
令和３年度業務では、水道用水供給対象の拡
大や事務の広域的処理など、本県における幅
広い水道広域化のシミュレーションを実施して
おり、同種の知見を有しているのは前年度の
業者意外に存在しない。
　よって、前年度に当該業務を実施した者を契
約相手とした。なお、令和３年度業務の業者選
定にあたっては、公募型プロポーザル方式を
採用している。

特命随意
契約

80
衛生薬務
課

OA機器の賃貸
借業務

令和4年3
月31日

2,027,520 JA三井リース株式会社
東京都中央区銀座8－13
－1

第167条の２
第１項第２号

当該機器に入っている医薬品申請審査システ
ムは閉鎖性の専用回線で都道府県と厚生労
働省をオンライン化するものであり、当該専用
システムの賃貸借契約に対応する事業者は、
ＪＡ三井リース株式会社のみとなっているた
め、随意契約が妥当であるため。

長期継続
契約、特
命随意契
約

81
国民健康
保険課

沖縄県国保ヘ
ルスアップ事業
（医療費等分析
事業）

令和４年
４月１日

15,456,100

医療費等分析事業受託
コンソーシアム
①沖縄県国民健康保険
団体連合会
②株式会社リウコム

①沖縄県那覇市西３丁目
14番18号
②沖縄県那覇市久茂地１
丁目７番１号

167条の２第
１項第２号

　当該コンソーシアムを代表する沖縄県国民健
康保険団体連合会は、国保事業の目的を達成
するために設立された公法人であり、契約を履
行しないこととなるおそれがなく、株式会社リウ
コムのレセプトデータ取扱の技術力と協働する
ことで本事業の効果的な執行が見込まれる唯
一の団体である。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

82
国民健康
保険課

沖縄県国保ヘ
ルスアップ事業
（肥満度分類に
基づいた医療
費分析及び保
健指導体制構
築事業）

令和４年
４月１日

6,555,947
沖縄県国民健康保険団
体連合会

沖縄県那覇市西３丁目14
番18号

167条の２第
１項第２号

　当該団体は国保事業の目的を達成するため
に設立された公法人であり、契約を履行しない
こととなるおそれがないため、契約の相手方と
して選定した。

特命随意
契約

83
国民健康
保険課

沖縄県国保ヘ
ルスアップ事業
（重症化予防ア
ドバイザー派遣
及び保健師等
に対する研修
事業）

令和４年
４月１日

8,102,029
沖縄県国民健康保険団
体連合会

沖縄県那覇市西３丁目14
番18号

167条の２第
１項第２号

　当該団体は国保事業の目的を達成するため
に設立された公法人であり、契約を履行しない
こととなるおそれがないため、契約の相手方と
して選定した。

特命随意
契約

84
国民健康
保険課

沖縄県国保ヘ
ルスアップ事業
（予防・健康づく
りアプリ開発等
事業）

令和４年
４月１日

6,965,860

予防・健康づくりアプリ開
発等事業受託コンソーシ
アム
①沖縄県国民健康保険
団体連合会
②株式会社レキサス

①沖縄県那覇市西３丁目
14番18号
②沖縄県うるま市字州崎
14番17号

167条の２第
１項第２号

　当該コンソーシアムを代表する沖縄県国民健
康保険団体連合会は、国保事業の目的を達成
するために設立された公法人であり、契約を履
行しないこととなるおそれがなく、株式会社レキ
サスのITに関する技術力と協働することで、本
事業の効果的な執行が見込まれる唯一の団
体である。

特命随意
契約

85
国民健康
保険課

沖縄県国保ヘ
ルスアップ事業
（地域の健康づ
くり拠点推進事
業）

令和４年
４月１日

13,200,000
公益社団法人沖縄県看
護協会

沖縄県南風原町新川２７
２番地

167条の２第
１項第２号

　交通が不便な地域もしくは医療機関の少ない
地域において健康相談を行える場を設置す
る。
　健康相談を受ける専門職（看護師及び准看
護師、保健師、助産師）の確保、手配等を行う
ことができる団体は、医療機関や官公庁を含
めた様々な機関に所属する看護職等が自主的
に加入する唯一の公益的な団体であり、沖縄
県全域に地区委員会を設置する公益社団法
人沖縄県看護協会をおいて他にない。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

86
国民健康
保険課

令和４年度国
保事業費納付
金等算定標準
システム納付
金算定支援等
実施業務委託

令和4年4
月1日

10,715,600
沖縄県国民健康保険団
体連合会

沖縄県那覇市西３丁目14
番18号

第167条の２
第１項第２号

平成30年度から国保制度が改正され、都道府
県が市町村とともに国民健康保険の運営を行
うこととなった。それに伴い、国（厚労省）が「国
保保険者標準事務処理システム」を開発し、都
道府県では「国保事業費納付金等算定標準シ
ステム」を導入することとされた。国が示す導入
形態に基づく場合、沖縄県国民健康保険団体
連合会が契約を履行できる者として特定されて
いるため、随意契約を行った。

特命随意
契約

87
国民健康
保険課

沖縄県の国民
健康保険保険
給付点検調査
業務

令和4年4
月1日

2,626,470
沖縄県国民健康保険団
体連合会

沖縄県那覇市西３丁目14
番18号

第167条の２
第１項第２号

　沖縄県が行う広域的な見地からの国民健康
保険保険給付点検について、沖縄県国民健康
保険団体連合会（以下「国保連」という。）が市
町村の２次点検で使用している「レセプト点検
支援システム」を用いて広域的な見地から保険
給付点検調査を行うことから、契約の相手方に
国保連を選定した。

特命随意
契約

88
感染症総
務課

労働者派遣契
約（新型コロナ
ウイルス感染
症沖縄県対処
方針コールセン
ター業務）

令和4年4
月4日

2,337,250 株式会社ジョブコラボ
沖縄県那覇市天久二丁
目6番14号キャスティング
ブランビル2階

第167条の２
第１項第５号

　本県は未曾有の感染拡大期に突入し、それ
に伴い外部からの大量の電話が総括情報本
部に集中し、本来業務に支障をきたしている。
架電内容の中でも特に多い「沖縄県対処方針」
に関する問合せに対応する体制を早急に構築
する必要がある。
　同法人は前年度より運営する当該コールセ
ンターに人材派遣を行っており、安定的な人材
供給を行ってきた実績があるため、委託先とし
て選定した。

特命随意
契約

89
感染症総
務課

新型コロナ
パーソナルサ
ポート利用に係
る契約

令和4年4
月1日

990,000
ソーシャルデータバンク
株式会社

東京都港区芝大門２丁目
３－６大門アーバニスト３
Ｆ

第167条の２
第１項第２号

　新型コロナウイルス感染状況が収まらない
中、多くの県民等に対して、絶え間なく情報発
信を行うことが重要であり、本事業を円滑に進
めるためには、継続し同じツールを使用するこ
とが、効率的かつ効果的であるため、前年度と
同じ社を契約の相手方として選定した。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

90
感染症総
務課

令和４年度沖
縄県感染防止
対策認証制度
事業業務委託
契約

令和４年
4月1日

76,249,360

沖縄県感染防止対策認
証制度事業受託共同企
業体
①公益財団法人沖縄県
生活衛生営業指導セン
ター
②株式会社JTB沖縄
③東武トップツアーズ株
式会社沖縄支店

①沖縄県那覇市字小禄６
６２番地
②沖縄県那覇市旭町１１
２番地１金秀ビル５階
③沖縄県那覇市久茂地３
丁目１番１号日本生命那
覇ビル２階

第167条の２
第１項第２号

　認証基準や感染防止マニュアルを理解し、そ
れに基づく事務処理や実地調査を行うノウハ
ウを有していることが求められる中で、同企業
体はその知識や経験等を有しており、令和４年
度も引き続き事業を実施していくことで、新型コ
ロナウイルス感染防止対策の普及につながる
ことが期待できることから、契約の相手方とし
て選定した。

特命随意
契約

91
感染症総
務課

令和４年度沖
縄県新型コロ
ナウイルス感
染症相談コー
ルセンター運営
業務委託

令和4年4
月1日

21,868,572
日本トータルテレマーケ
ティング株式会社

東京都渋谷区渋谷３丁目
12番18号渋谷南東急ビ
ル

第167条の２
第１項第５号

　新型コロナウイルス感染症が拡大している状
況が続いており、新型コロナウイルス感染症相
談コールセンターについては、年度の切れ目な
く提供される必要がある。そのため、令和４年４
月１日から４月30日の業務については、令和３
年度において同事業を受託し、安定的にコー
ルセンターを運用してきた実績を持つ事業者を
選定した。

特命随意
契約

92
感染症総
務課

令和４年度沖
縄県新型コロ
ナウイルス感
染症相談コー
ルセンター運営
業務委託

令和4年5
月1日

31,313,227
日本トータルテレマーケ
ティング株式会社

東京都渋谷区渋谷３丁目
12番18号渋谷南東急ビ
ル

第167条の２
第１項第２号

　令和４年５月以降の業務について、プロポー
ザル方式により広く公募を行ったところ４社か
ら応募があった。企画提案内容等を選定委員
会において審査したところ、左記の者の提案が
最も得点が高かったため、契約の相手方として
選定した。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

93
感染症医
療確保課

令和４年度医
療資材等保管・
配送業務

令和4年4
月1日

7,676,724
沖縄NXエアカーゴサービ
ス株式会社

沖縄県豊見城市字与根
491-2

第167条の２
第１項第5号

　新型コロナウイルス等の感染症に備え、県が
購入、備蓄する医療資材等を保管するととも
に、クラスター発生等緊急を要する際に県が指
定する場所へ迅速に備蓄医療資材を配送する
体制を整える必要がある。
　また、令和２年度事業から契約している配送
業者では、多数の医療資材を保管備蓄してお
り、令和４年度事業において契約相手方を変
更した場合、保管場所変更の作業に一定の期
間を要することとなり、当該期間中の緊急配送
対応が困難となるおそれがある。
　上記のことから、令和２年度より既に多数の
医療資材を備蓄保管し、かつ、当該医療資材
の配送体制が整備されている下記配送業者と
随意契約を行うこととする。

94
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症宿
泊療養施設
新規開設・管理
運営業務

令和４年
４月１日

880,671,686 株式会社JTB沖縄
沖縄県那覇市旭町112番
地１

第167条の２
第１項第２号

　公募型プロポーザル方式により広く公募を
行ったところ３社から応募があり、企画提案内
容等を評価・検討委員会において審査したとこ
ろ、受託者として適当であるとされたため、契
約の相手方として選定した。

特命随意
契約

95
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症患
者搬送包括管
理業務委託

令和４年
４月１日

202,735,633
株式会社近畿日本ツーリ
スト沖縄

沖縄県那覇市久米２丁目
４番16号　大樹生命那覇
ビル６階

第167条の２
第１項第６号

　新型コロナウイルス感染症の感染が拡大して
いる状況において、令和３年８月から令和４年
３月までの間、株式会社近畿日本ツーリスト沖
縄と委託契約を締結し、爆発的な感染拡大に
対応するため、緊急かつ抜本的に全県的な搬
送体制を構築する事業を実施してきた。令和４
年度についても、年度の切れ目なく、迅速に患
者を搬送する必要があることから、当該業務の
ノウハウを持つ社員を擁する同社に引き続き
業務委託することにより、最も効果的かつ経済
的な事業の実施が図られると判断されるため、
同社を契約の相手方の候補として選定した。



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

96
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症宿
泊療養施設産
業廃棄物収集・
運搬委託

令和４年
４月１日

14,533,860 有限会社タイラ衛生社
沖縄県豊見城市字金良
28番地

第167条の２
第１項第６号

　新型コロナウイルス感染症の感染が拡大して
いる状況において、年度の切れ目なく、施設か
ら排出される感染性廃棄物を適正に処理する
必要があることから、引き続き、同社に業務委
託することで、履行期間の短縮及び安定的な
宿泊療養の体制を構築することが可能である
ため、契約の相手方として選定した。

97
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症宿
泊療養施設産
業廃棄物処分
委託

令和４年
４月１日

26,785,000
沖縄県医療廃棄物事業
協同組合

沖縄県沖縄市字登川
3410番地の１

第167条の２
第１項第６号

　新型コロナウイルス感染症の感染が拡大して
いる状況において、年度の切れ目なく、施設か
ら排出される感染性廃棄物を適正に処理する
必要があることから、引き続き、同社に業務委
託することで、履行期間の短縮及び安定的な
宿泊療養の体制を構築することが可能である
ため、契約の相手方として選定した。

98
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症宿
泊療養施設産
業廃棄物処理
委託

令和４年
４月１日

5,959,800
沖縄県産業廃棄物処理
協同組合

沖縄県中頭郡西原町字
小那覇1061番1

第167条の２
第１項第６号

　新型コロナウイルス感染症の感染が拡大して
いる状況において、年度の切れ目なく、施設か
ら排出される感染性廃棄物を適正に処理する
必要があることから、引き続き、同社に業務委
託することで、履行期間の短縮及び安定的な
宿泊療養の体制を構築することが可能である
ため、契約の相手方として選定した。

特命随意
契約

99
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症に
おける宿泊療
養施設への看
護師派遣委託
契約

令和４年
４月１日

135,731,758
株式会社ナースパワー人
材センター

沖縄県那覇市おもろまち
１丁目３番31号

第167条の２
第１項第５号

新型コロナウイルス感染症患者が増加すると
医療体制が逼迫するため、引き続き宿泊療養
施設について、看護師派遣により看護師を確
保することが必要である。ナースパワー人材セ
ンターは以下の対応が可能である。
① 県内で新型コロナウイルス感染症患者が発
生しており、沖縄県として、宿泊療養施設へ早
急に看護師を派遣する必要があること。
②  医療機関等における看護師人材の需要が
増加し、県全体で看護師が不足するなか、看
護師の迅速な確保及び派遣が可能なこと。
③  県内に多数ある人材派遣会社のなかで、
看護師派遣を専門で行っている事業者として
最大手であり、他の事業者と比べ、今後、看護
師の人材確保を継続的、安定的に見込めるこ
と。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

100
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症自
宅療養支援事
業（配食支援）

令和4年4
月1日

29,525,195 株式会社ヨシケイ沖縄 うるま市州崎12-25
第167条の２
第１項第６号

　本業務は、新型コロナウイルス感染症の自宅
療養者に対し配食サービス（療養先への冷凍
弁当の配達）を行うものであり、県（新型コロナ
ウイルス感染症対策本部）から提供を受けた
対象者の住所情報等を厳重かつ適切に管理
し、自宅療養期間終了まで毎日配達を行う。
　現在、新規感染者数の高止まりにより自宅療
養者数が5,000人を超える状況となっており、ま
た、今後もさらなる感染拡大が想定されている
ことから、感染拡大時期においても円滑に配食
サービスを実施できる体制を維持する必要が
ある。
　株式会社ヨシケイ沖縄は、本島全域を対象と
した配送システムを持つこと、対象者の増減に
対応した食品調達が可能であることから、これ
まで本業務を適切に遂行しており、引き続き同
社に委託することで、安定的な配食サービスの
実施を継続し、かつ、最も効率的に業務実施
が図られると判断される。

特命随意
契約

101
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症自
宅療養支援事
業（配食支援）

令和4年4
月1日

3,804,400 イノベスタ株式会社
浦添市城間１丁目32番７
号ハロービル３階

第167条の２
第１項第５号

　本事業実施に当たっては、新型コロナウイル
スが感染拡大し、医療体制が逼迫する中、軽
症者・無症状者については自宅療養を認めて
いることから、一定期間の支援を行う事で日常
生活をしながら療養することに対する不安や負
担を軽減するとともに、買い物のための外出に
よる感染拡大を防ぐ必要があり、早急に受託
事業候補者を選定する必要がある。　沖縄本
島内全域を配送エリアとし毎日調達、配送手配
が可能な事業者を選定する必要があるが、該
当する事業者が他に確認できないため。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

102
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症自
宅療養支援事
業（配食支援）

令和4年4
月5日

4,945,720 イノベスタ株式会社
浦添市城間１丁目32番７
号ハロービル３階

第167条の２
第１項第５号

　本事業実施に当たっては、新型コロナウイル
スが感染拡大し、医療体制が逼迫する中、軽
症者・無症状者については自宅療養を認めて
いることから、一定期間の支援を行う事で日常
生活をしながら療養することに対する不安や負
担を軽減するとともに、買い物のための外出に
よる感染拡大を防ぐ必要があり、早急に受託
事業候補者を選定する必要がある。　沖縄本
島内全域を配送エリアとし毎日調達、配送手配
が可能な事業者を選定する必要があるが、該
当する事業者が他に確認できないため。

特命随意
契約

103
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症自
宅療養支援事
業（配食支援）

令和4年4
月12日

4,945,720 イノベスタ株式会社
浦添市城間１丁目32番７
号ハロービル３階

第167条の２
第１項第５号

　本事業実施に当たっては、新型コロナウイル
スが感染拡大し、医療体制が逼迫する中、軽
症者・無症状者については自宅療養を認めて
いることから、一定期間の支援を行う事で日常
生活をしながら療養することに対する不安や負
担を軽減するとともに、買い物のための外出に
よる感染拡大を防ぐ必要があり、早急に受託
事業候補者を選定する必要がある。　沖縄本
島内全域を配送エリアとし毎日調達、配送手配
が可能な事業者を選定する必要があるが、該
当する事業者が他に確認できないため。

特命随意
契約

104
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症自
宅療養支援事
業（配食支援）

令和4年4
月22日

9,891,440 イノベスタ株式会社
浦添市城間１丁目32番７
号ハロービル３階

第167条の２
第１項第５号

　本事業実施に当たっては、新型コロナウイル
スが感染拡大し、医療体制が逼迫する中、軽
症者・無症状者については自宅療養を認めて
いることから、一定期間の支援を行う事で日常
生活をしながら療養することに対する不安や負
担を軽減するとともに、買い物のための外出に
よる感染拡大を防ぐ必要があり、早急に受託
事業候補者を選定する必要がある。　沖縄本
島内全域を配送エリアとし毎日調達、配送手配
が可能な事業者を選定する必要があるが、該
当する事業者が他に確認できないため。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

105
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症自
宅療養支援事
業（配食支援）

令和4年5
月2日

4,945,720 イノベスタ株式会社
浦添市城間１丁目32番７
号ハロービル３階

第167条の２
第１項第５号

　本事業実施に当たっては、新型コロナウイル
スが感染拡大し、医療体制が逼迫する中、軽
症者・無症状者については自宅療養を認めて
いることから、一定期間の支援を行う事で日常
生活をしながら療養することに対する不安や負
担を軽減するとともに、買い物のための外出に
よる感染拡大を防ぐ必要があり、早急に受託
事業候補者を選定する必要がある。　沖縄本
島内全域を配送エリアとし毎日調達、配送手配
が可能な事業者を選定する必要があるが、該
当する事業者が他に確認できないため。

特命随意
契約

106
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症自
宅療養支援事
業（配食支援）

令和4年5
月10日

4,945,720 イノベスタ株式会社
浦添市城間１丁目32番７
号ハロービル３階

第167条の２
第１項第５号

　本事業実施に当たっては、新型コロナウイル
スが感染拡大し、医療体制が逼迫する中、軽
症者・無症状者については自宅療養を認めて
いることから、一定期間の支援を行う事で日常
生活をしながら療養することに対する不安や負
担を軽減するとともに、買い物のための外出に
よる感染拡大を防ぐ必要があり、早急に受託
事業候補者を選定する必要がある。　沖縄本
島内全域を配送エリアとし毎日調達、配送手配
が可能な事業者を選定する必要があるが、該
当する事業者が他に確認できないため。

特命随意
契約

107
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症自
宅療養支援事
業（配食支援）

令和4年5
月13日

4,945,720 イノベスタ株式会社
浦添市城間１丁目32番７
号ハロービル３階

第167条の２
第１項第５号

　本事業実施に当たっては、新型コロナウイル
スが感染拡大し、医療体制が逼迫する中、軽
症者・無症状者については自宅療養を認めて
いることから、一定期間の支援を行う事で日常
生活をしながら療養することに対する不安や負
担を軽減するとともに、買い物のための外出に
よる感染拡大を防ぐ必要があり、早急に受託
事業候補者を選定する必要がある。　沖縄本
島内全域を配送エリアとし毎日調達、配送手配
が可能な事業者を選定する必要があるが、該
当する事業者が他に確認できないため。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

108
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症自
宅療養支援事
業（配食支援）

令和4年5
月16日

4,914,120 イノベスタ株式会社
浦添市城間１丁目32番７
号ハロービル３階

第167条の２
第１項第５号

　本事業実施に当たっては、新型コロナウイル
スが感染拡大し、医療体制が逼迫する中、軽
症者・無症状者については自宅療養を認めて
いることから、一定期間の支援を行う事で日常
生活をしながら療養することに対する不安や負
担を軽減するとともに、買い物のための外出に
よる感染拡大を防ぐ必要があり、早急に受託
事業候補者を選定する必要がある。　沖縄本
島内全域を配送エリアとし毎日調達、配送手配
が可能な事業者を選定する必要があるが、該
当する事業者が他に確認できないため。

特命随意
契約

109
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症自
宅療養支援事
業（配食支援）

令和4年5
月19日

4,914,120 イノベスタ株式会社
浦添市城間１丁目32番７
号ハロービル３階

第167条の２
第１項第５号

　本事業実施に当たっては、新型コロナウイル
スが感染拡大し、医療体制が逼迫する中、軽
症者・無症状者については自宅療養を認めて
いることから、一定期間の支援を行う事で日常
生活をしながら療養することに対する不安や負
担を軽減するとともに、買い物のための外出に
よる感染拡大を防ぐ必要があり、早急に受託
事業候補者を選定する必要がある。　沖縄本
島内全域を配送エリアとし毎日調達、配送手配
が可能な事業者を選定する必要があるが、該
当する事業者が他に確認できないため。

特命随意
契約

110
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症自
宅療養支援事
業（配食支援）

令和4年5
月23日

4,914,120 イノベスタ株式会社
浦添市城間１丁目32番７
号ハロービル３階

第167条の２
第１項第５号

　本事業実施に当たっては、新型コロナウイル
スが感染拡大し、医療体制が逼迫する中、軽
症者・無症状者については自宅療養を認めて
いることから、一定期間の支援を行う事で日常
生活をしながら療養することに対する不安や負
担を軽減するとともに、買い物のための外出に
よる感染拡大を防ぐ必要があり、早急に受託
事業候補者を選定する必要がある。　沖縄本
島内全域を配送エリアとし毎日調達、配送手配
が可能な事業者を選定する必要があるが、該
当する事業者が他に確認できないため。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

111
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症自
宅療養支援事
業（配食支援）

令和4年5
月25日

4,914,120 イノベスタ株式会社
浦添市城間１丁目32番７
号ハロービル３階

第167条の２
第１項第５号

　本事業実施に当たっては、新型コロナウイル
スが感染拡大し、医療体制が逼迫する中、軽
症者・無症状者については自宅療養を認めて
いることから、一定期間の支援を行う事で日常
生活をしながら療養することに対する不安や負
担を軽減するとともに、買い物のための外出に
よる感染拡大を防ぐ必要があり、早急に受託
事業候補者を選定する必要がある。　沖縄本
島内全域を配送エリアとし毎日調達、配送手配
が可能な事業者を選定する必要があるが、該
当する事業者が他に確認できないため。

特命随意
契約

112
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症自
宅療養支援事
業（配食支援）

令和4年5
月30日

4,914,120 イノベスタ株式会社
浦添市城間１丁目32番７
号ハロービル３階

第167条の２
第１項第５号

　本事業実施に当たっては、新型コロナウイル
スが感染拡大し、医療体制が逼迫する中、軽
症者・無症状者については自宅療養を認めて
いることから、一定期間の支援を行う事で日常
生活をしながら療養することに対する不安や負
担を軽減するとともに、買い物のための外出に
よる感染拡大を防ぐ必要があり、早急に受託
事業候補者を選定する必要がある。　沖縄本
島内全域を配送エリアとし毎日調達、配送手配
が可能な事業者を選定する必要があるが、該
当する事業者が他に確認できないため。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

113
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症自
宅療養支援事
業（配食支援）

令和4年6
月1日

101,559,755 イノベスタ株式会社
浦添市城間１丁目32番７
号ハロービル３階

第167条の２
第１項第６号

　本業務は、新型コロナウイルス感染症の自宅
療養者に対し配食サービス（療養先へのレトル
ト食品等の配送）を行うものであり、県（新型コ
ロナウイルス感染症対策本部）から毎日提供
を受ける対象者の住所情報等を厳重かつ適切
に管理しつつ業務を行うこととなる。
　現在、新規感染者数の高止まりにより自宅療
養者が9,000人を超えており、また、今後もさら
なる感染拡大が想定されることから、感染拡大
時期においても円滑に配食サービスを実施で
きる体制を維持する必要がある。
　イノベスタ株式会社は、第６波以降本業務を
受託し、対象者の増減に合わせた食品調達や
急な対応を要する指示事項等にも柔軟に対応
しながら業務を適切に遂行しており、当該業務
経験を有する者が引き続き従事することで、安
定的な配食サービスの実施を継続し、かつ、最
も効率的に業務実施が図られると判断される。

114
感染症医
療確保課

パルスオキシ
メーター配送等
管理業務

令和4年4
月1日

132,464,526
株式会社アカネクリエー
ション

那覇市銘苅１丁目19番29
号

第167条の２
第１項第６号

　感染者数の増加に伴ってパルスオキシメー
ターの発送量も増加傾向が続いており、現に
契約を履行中の者以外には契約日より直ちに
多数のパルスオキシメーター発送等業務を迅
速かつ的確に行うことができる者がおらず、事
業継続のために競争入札に付することが不利
となるため。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

115
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症対
策事務におけ
る事務職員派
遣等業務

令和4年4
月1日

5,740,128
株式会社りゅうせきフロン
トライン

浦添市勢理客４丁目20番
１号

第167条の２
第１項第６号

　本業務は新型コロナウイルス感染症の感染
者に係る情報入力、健康観察等に関する業務
であり、実施にあたっては、感染者の個人情報
を厳重に管理しつつ業務を迅速かつ正確に処
理すること、電話で感染者の健康状態を的確
に把握し記録すること、感染者の状況に応じて
庁内・保健所・宿泊療養施設・医療機関等との
情報のやりとりを行うこと等が求められる業務
である。また、自宅療養健康管理センター及び
新規入力業務は平日、休日を問わず稼働して
いることから、切れ目なく円滑に業務を継続す
る必要がある。
　株式会社りゅうせきフロントラインは、同業務
を令和３年10月から令和４年３月まで受託し適
切に業務を遂行しており、当該業務経験を有
する者が従事することで感染者に係る情報入
力、健康観察等を支障なく継続できるとともに、
最も効率的に業務実施が図られると判断され
ることから、同社を契約の相手方とし随意契約
を行う。

116
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症対
策事務におけ
る事務職員派
遣等業務

令和4年4
月28日

16,422,995
株式会社りゅうせきフロン
トライン

浦添市勢理客４丁目20番
１号

第167条の２
第１項第６号

　本業務は新型コロナウイルス感染症の感染
者に係る情報入力、健康観察等に関する業務
であり、実施にあたっては、感染者の個人情報
を厳重に管理しつつ業務を迅速かつ正確に処
理すること、電話で感染者の健康状態を的確
に把握し記録すること、感染者の状況に応じて
庁内・保健所・宿泊療養施設・医療機関等との
情報のやりとりを行うこと等が求められる業務
である。また、自宅療養健康管理センター及び
新規入力業務は平日、休日を問わず稼働して
いることから、切れ目なく円滑に業務を継続す
る必要がある。
　株式会社りゅうせきフロントラインは、同業務
を令和３年10月から令和４年４月まで受託し適
切に業務を遂行しており、当該業務経験を有
する者が従事することで感染者に係る情報入
力、健康観察等を支障なく継続できるとともに、
最も効率的に業務実施が図られると判断され
ることから、同社を契約の相手方とし随意契約
を行う。



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

117
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症対
策事務におけ
る事務職員派
遣等業務

令和4年6
月30日

15,763,440
株式会社りゅうせきフロン
トライン

浦添市勢理客４丁目20番
１号

第167条の２
第１項第６号

　本業務は新型コロナウイルス感染症の感染
者に係る情報入力、健康観察等に関する業務
であり、実施にあたっては、感染者の個人情報
を厳重に管理しつつ業務を迅速かつ正確に処
理すること、電話で感染者の健康状態を的確
に把握し記録すること、感染者の状況に応じて
庁内・保健所・宿泊療養施設・医療機関等との
情報のやりとりを行うこと等が求められる業務
である。また、自宅療養健康管理センター及び
新規入力業務は平日、休日を問わず稼働して
いることから、切れ目なく円滑に業務を継続す
る必要がある。
　株式会社りゅうせきフロントラインは、同業務
を令和３年10月から令和４年６月まで受託し適
切に業務を遂行しており、当該業務経験を有
する者が従事することで感染者に係る情報入
力、健康観察等を支障なく継続できるとともに、
最も効率的に業務実施が図られると判断され
ることから、同社を契約の相手方とし随意契約
を行う。

118
感染症医
療確保課

在宅療養中の
新型コロナウイ
ルス感染症患
者への在宅診
療等コーディ
ネート業務

令和4年4
月1日

3,513,698
一般社団法人　那覇市医
師会

那覇市東町26番１号
第167条の２
第１項第５号

　入院病床及び宿泊料療養施設が逼迫し自宅
療養者が増加しているが、自宅療養者を診療
できる医療機関が不足しており、速やかに遠隔
診療等による医療環境を整備する必要があ
る。
　那覇市医師会は、専門医等を含め地域の医
療機関や医師を会員としていることから、本事
業に係る医師選定や在宅診療等コーディネー
ター医との調整等、現場に適した効果的な対
応を実施することができる組織体制を有してい
ることから、本事業を適切かつ効果的に実施
することができる者は那覇市医師会の他には
ないため、契約の相手方として選定した。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

119
感染症医
療確保課

在宅療養中の
新型コロナウイ
ルス感染症患
者への在宅診
療等コーディ
ネート業務

令和4年4
月1日

2,573,198
一般社団法人　中部地区
医師会

北谷町字宮城１－584
第167条の２
第１項第５号

　入院病床及び宿泊料療養施設が逼迫し自宅
療養者が増加しているが、自宅療養者を診療
できる医療機関が不足しており、速やかに遠隔
診療等による医療環境を整備する必要があ
る。
　中部地区医師会は、専門医等を含め地域の
医療機関や医師を会員としていることから、本
事業に係る医師選定や在宅診療等コーディ
ネーター医との調整等、現場に適した効果的な
対応を実施することができる組織体制を有して
いることから、本事業を適切かつ効果的に実施
することができる者は中部地区医師会の他に
はないため、契約の相手方として選定した。

特命随意
契約

120
感染症医
療確保課

在宅療養中の
新型コロナウイ
ルス感染症患
者への在宅診
療等コーディ
ネート業務

令和4年4
月1日

1,808,698
一般社団法人　南部地区
医師会

島尻郡八重瀬町字友寄８
９１番地１

第167条の２
第１項第５号

　入院病床及び宿泊料療養施設が逼迫し自宅
療養者が増加しているが、自宅療養者を診療
できる医療機関が不足しており、速やかに遠隔
診療等による医療環境を整備する必要があ
る。
　南部地区医師会は、専門医等を含め地域の
医療機関や医師を会員としていることから、本
事業に係る医師選定や在宅診療等コーディ
ネーター医との調整等、現場に適した効果的な
対応を実施することができる組織体制を有して
いることから、本事業を適切かつ効果的に実施
することができる者は南部地区医師会の他に
はないため、契約の相手方として選定した。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

121
感染症医
療確保課

在宅療養中の
新型コロナウイ
ルス感染症患
者への在宅診
療等コーディ
ネート業務

令和4年4
月1日

1,638,198
一般社団法人　浦添市医
師会

浦添市伊祖３－３－１　ア
ルマーレ101

第167条の２
第１項第５号

　入院病床及び宿泊料療養施設が逼迫し自宅
療養者が増加しているが、自宅療養者を診療
できる医療機関が不足しており、速やかに遠隔
診療等による医療環境を整備する必要があ
る。
　浦添市医師会は、専門医等を含め地域の医
療機関や医師を会員としていることから、本事
業に係る医師選定や在宅診療等コーディネー
ター医との調整等、現場に適した効果的な対
応を実施することができる組織体制を有してい
ることから、本事業を適切かつ効果的に実施
することができる者は浦添市市医師会の他に
はないため、契約の相手方として選定した。

特命随意
契約

122
感染症医
療確保課

在宅療養中の
新型コロナウイ
ルス感染症患
者への在宅診
療等コーディ
ネート業務

令和4年4
月1日

1,087,648
公益社団法人　北部地区
医師会

名護市宇茂佐の森5丁目
2番地7

第167条の２
第１項第５号

　入院病床及び宿泊料療養施設が逼迫し自宅
療養者が増加しているが、自宅療養者を診療
できる医療機関が不足しており、速やかに遠隔
診療等による医療環境を整備する必要があ
る。
  北部地区医師会は、専門医等を含め地域の
医療機関や医師を会員としていることから、本
事業に係る医師選定や在宅診療等コーディ
ネーター医との調整等、現場に適した効果的な
対応を実施することができる組織体制を有して
いることから、本事業を適切かつ効果的に実施
することができる者は北部地区医師会の他に
はないため、契約の相手方として選定した。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

123
感染症医
療確保課

在宅療養中の
新型コロナウイ
ルス感染症患
者への在宅診
療等コーディ
ネート業務

令和4年5
月1日

548,567
一般社団法人　沖縄県医
師会

沖縄県南風原町字新川
218-9

第167条の２
第１項第５号

　長期化する第６波及び第７波において、入院
病床及び宿泊療養施設が逼迫しており、自宅
療養者も増加が続いている。
　自宅療養者等に対する医療提供体制は、各
地区医師会を通じ、患者の症状が悪化した際
に緊急的に診療を行う体制を確保しているが、
感染者の急増により地区医師会で対応できな
い自宅療養等の患者に対して、沖縄県医師会
にて補完的に電話・オンライン診療等を調整、
実施することで、医療提供体制を更に強化して
いくこととする。
   沖縄県医師会は、専門医等を含めた県内全
域の医療機関や医師を会員としており、本事
業に係る医師選定や各地区医師会及び医療
機関との調整等、現場に適した効果的な対応
を実施することができる組織体制を有している
ことから、本事業を適切かつ効果的に実施す
ることができる者は沖縄県医師会の他にはな
い。

特命随意
契約

124
感染症医
療確保課

酸素濃縮装置
賃貸借（JV）

4月1日 27,720,000

南西医療器株式会社
株式会社小池メディカル
沖縄営業所
株式会社オカノ
株式会社吉田酸素（沖縄
営業所）
株式会社フィリップス・
ジャパン　沖縄支店

沖縄県浦添市城間４丁目
２番１０号

第167条の２
第１項第5号

昨年１１月に新型コロナウイルスの変異株（オ
ミクロン株）が発生し、感染力が高く、全国的に
流行している。そのため、酸素投与が必要な自
宅療養者の増加が見込まれ、医療提供体制を
確保する必要があることから、緊急でも対応で
きるようJVと契約することで、酸素濃縮装置の
配送、回収を早急かつ（効率よく）円滑に行え
る。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

125
感染症医
療確保課

酸素濃縮装置
賃貸借（オカノ）

4月1日 22,440,000 株式会社オカノ
那覇市安謝１丁目２３番８
号

第167条の２
第１項第5号

昨年１１月に新型コロナウイルスの変異株（オ
ミクロン株）が発生し、感染力が高く、全国的に
流行している。そのため、酸素投与が必要な自
宅療養者の増加が見込まれ、医療提供体制を
確保する必要がある。
　ただし、県内事業者５者（JV）だけでは酸素濃
縮装置の需要に対応できないため、厚生労働
省コロナ対策本部と連携し、別途県外メーカー
からも１００台を調達するため、別途契約した。

特命随意
契約

126
感染症医
療確保課

酸素濃縮装置
配送、回収
（JV）

令和4年4
月1日

7,884,140

南西医療器株式会社
株式会社小池メディカル
沖縄営業所
株式会社オカノ
株式会社吉田酸素（沖縄
営業所）
株式会社フィリップス・
ジャパン　沖縄支店

沖縄県浦添市城間４丁目
２番１０号

第167条の２
第１項第5号

昨年１１月に新型コロナウイルスの変異株（オ
ミクロン株）が発生し、感染力が高く、全国的に
流行している。そのため、酸素投与が必要な自
宅療養者の増加が見込まれ、医療提供体制を
確保する必要があることから、緊急でも対応で
きるようJVと契約することで、酸素濃縮装置の
配送、回収を早急かつ（効率よく）円滑に行え
る。
　当該業者と酸素濃縮装置賃貸借契約を行
い、配送、回収については別途契約する必要
があるため。

特命随意
契約

127
感染症医
療確保課

酸素濃縮装置
配送、回収（オ
カノ）

4月1日 3,854,200 株式会社オカノ
那覇市安謝１丁目２３番８
号

第167条の２
第１項第5号

昨年１１月に新型コロナウイルスの変異株（オ
ミクロン株）が発生し、感染力が高く、全国的に
流行している。そのため、酸素投与が必要な自
宅療養者の増加が見込まれ、医療提供体制を
確保する必要がある。
　ただし、県内事業者５者（JV）だけでは酸素濃
縮装置の需要に対応できないため、厚生労働
省コロナ対策本部と連携し、別途県外メーカー
からも１００台を調達するため、別途契約した。
　当該業者と酸素濃縮装置賃貸借契約を行
い、配送、回収については別途契約する必要
があるため。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

128
感染症医
療確保課

国貸付酸素濃
縮装置配送、
回収

5月2日 4,614,390

南西医療器株式会社
株式会社小池メディカル
沖縄営業所
株式会社オカノ
株式会社吉田酸素（沖縄
営業所）
株式会社フィリップス・
ジャパン　沖縄支店

沖縄県浦添市城間４丁目
２番１０号

第167条の２
第１項第5号

昨年１１月に新型コロナウイルスの変異株（オ
ミクロン株）が発生し、感染力が高く、全国的に
流行している。そのため、酸素投与が必要な自
宅療養者の増加が見込まれ、医療提供体制を
確保する必要があることから、緊急でも対応で
きるようJVと契約することで、酸素濃縮装置の
配送、回収を早急かつ（効率よく）円滑に行え
る。

特命随意
契約

129
感染症医
療確保課

パルスオキシ
メーター購入契
約

4月25日 30,800,000 株式会社沖縄メディコ
沖縄県浦添市勢理客３丁
目３番１１号

第167条の２
第１項第５号

　新型コロナウィルス感染症の蔓延に伴う自宅
療養者の増加及び変異ウイルスの流入による
重症化リスクの増大を鑑み、自宅療養者への
貸与用パルスオキシメーターの購入が必要と
なっている。
　パルスオキシメーターの市場での流通は増
加しているが、医療機器認証を受けた製品は
医療現場及び各自治体でのニーズが依然とし
て高く、早急に確保しなければまとまった数量
での調達機会を失う恐れがある。
　また、第７波の影響で感染者数が過去に例を
見ないスピードで増加しているため在庫が枯渇
し、自宅療養者に送付できない可能性があるこ
とから、数量を確保できる業者から至急調達す
る必要がある。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

130
感染症医
療確保課

パルスオキシ
メーター購入契
約

4月21日 27,786,000 南西医療器株式会社
沖縄県浦添市城間４丁目
２番１０号

第167条の２
第１項第５号

　新型コロナウィルス感染症の蔓延に伴う自宅
療養者の増加及び変異ウイルスの流入による
重症化リスクの増大を鑑み、自宅療養者への
貸与用パルスオキシメーターの購入が必要と
なっている。
　パルスオキシメーターの市場での流通は増
加しているが、医療機器認証を受けた製品は
医療現場及び各自治体でのニーズが依然とし
て高く、早急に確保しなければまとまった数量
での調達機会を失う恐れがある。
　また、第７波の影響で感染者数が過去に例を
見ないスピードで増加しているため在庫が枯渇
し、自宅療養者に送付できない可能性があるこ
とから、数量を確保できる業者から至急調達す
る必要がある。

特命随意
契約

131
感染症医
療確保課

ＤＭＡＴ・ＤＰＡＴ
等医療チーム
に関する保険
料

4月30日 448,000
東京海上日動火災保険
株式会社沖縄支店

沖縄県那覇市前島２丁目
２１－１３

第167条の２
第１項第２号

感染する可能性が非常に高い医療機関等へＤ
ＭＡＴ等の医療チームを派遣する際にも補償の
対象になることや、感染者の増加等により派遣
する人数が予測不可能であり、契約後は前金
払いではなく派遣実績に応じた精算払いの方
法で保険の契約ができるのが東京海上日動の
みであるため。

132
感染症医
療確保課

事務用品賃貸
借契約

令和4年4
月1日

1,042,470 株式会社ジムキ文明堂

沖縄県那覇市久米2-4-
14
第167条の２

第167条の２
第１項第６号

令和3年度は感染症対策課において株式会社
ジムキ文明堂と随意契約し事務用品をレンタ
ルしていた。令和４年度から感染症医療確保
課が設立し、同場所で感染症対策業務を行う
ため机等の入替が現実的に厳しく、引き続き株
式会社ジムキ文明堂と随意契約をすることに
より履行機関の短縮、経費の削減を実現でき
るため。
また、本課は、新型コロナウイルスが収束
するまでの暫定的な組織となっていることから
競争入札に付することが困難なため。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

133
感染症医
療確保課

複合機による
複写サービス
等に関する契
約

R4.4.1 5,850,000
株式会社
ジムキ文明堂

沖縄県那覇市久米2-4-
14

第167条の２
第１項第６号

複合機による複写サービス等に関する契約に
ついては、複合機の賃貸者契約とは別に契約
をする必要がある。複合機は事務用品の賃貸
借契約に含まれているため、事務用品賃貸借
契約をしている株式会社ジムキ文明堂を選定
した。

特命随意
契約

134
感染症医
療確保課

パソコン等賃貸
借契約

令和4年4
月1日

1,367,160
株式会社
オーシーシー

沖縄県浦添市沢岻２丁目
17番１号

第167条の２
第１項第６号

令和3年度は感染症対策課において株式会社
オーシーシーと随意契約しパソコン等をレンタ
ルしていた。令和４年度から感染症医療確保
課が設立し、同場所で感染症対策業務を行う
ためパソコン等の入替が現実的に厳しく、引き
続き株式会社オーシーシーと随意契約をする
ことにより履行期間の短縮、経費の削減を実
現できるため。
また、本課は、新型コロナウイルスが収束
するまでの暫定的な組織となっていることから
競争入札に付することが困難なため。

特命随意
契約

135
感染症医
療確保課

入院待機ス
テーション賃貸
借

令和4年4
月29日

121,384,450 三善建設株式会社
沖縄県西原町字小那覇
1151番地

第167条の２
第１項第２号

令和３年度に整備している入院待機ステーショ
ン（特定の不動産）に係る借り上げ（リース）で
あるため。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

136
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症に
おける入院待
機ステーション
への看護師派
遣委託契約

令和4年
4月1日

41,435,628
株式会社ナースパワー人
材センター

沖縄県那覇市おもろまち
１丁目３番31号

第167条の２
第１項第５号

新型コロナウイルス感染症患者が増加すると
医療体制が逼迫することから、看護師派遣契
約を早急に契約し、看護師を確保することが必
要であり、ナースパワー人材センターは以下の
対応が可能である。
① 県内で新型コロナウイルス感染症患者が増
加しており、沖縄県として、入院待機施設へ早
急に看護師を派遣する必要があること。
②  医療機関における看護師人材の需要が増
加し、県全体で看護師が不足するなか、看護
師の迅速な確保及び派遣が可能なこと。
③  県内に多数ある人材派遣会社のなかで、
看護師派遣を専門で行っている業者として最
大手であり、今後、看護師の人材確保を継続
的、安定的に見込めること。

特命随意
契約

137
感染症医
療確保課

新型コロナウイ
ルス感染症に
おける入院待
機ステーション
への看護師派
遣委託契約

令和4年
4月1日

4,618,098
株式会社メディカル・コン
シェルジュ　福岡支社

福岡県福岡市中央区天
神一丁目10番20号
天神ビジネスセンター15
階

第167条の２
第１項第５号

令和４年４月１日時点においても沖縄県内の感
染者数は依然として高止まりが続いており、入
院待機施設のニーズがなくなっておらず、４月
以降も継続して開設することとしたい。ついて
は、看護師派遣契約を早急に契約し、看護師
を確保することが必要である。なお、令和４年１
月から３月に契約実績のある株式会社ナース
パワー人材センターとも入院待機施設にかか
る看護師派遣委託契約を締結予定であるが、
入院待機施設は感染状況に応じて短期間に看
護師を集める必要があり、１社だけでは対応が
難しいことから以下の条件で見積書を徴取し、
業者選定することとする。
① 全国的かつ大手の人材派遣会社であり、必
要な看護師の確保ができること。
② 他県や沖縄県内で看護師派遣の実績があ
ること。
③ ２週間程度で看護師の確保が可能であるこ
と。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

138
感染症医
療確保課

令和４年度新
型コロナウイル
ス感染症入院
待機施設運営
支援業務委託

令和4年
4月1日

144,518,903 株式会社琉球光和
沖縄県那覇市西１丁目12
番16号

第167条の２
第１項第２号

入院待機施設は、患者を医療管理下のもと、
一時的に待機させ酸素投与等の応急措置を行
う施設であり、令和３年度に引き続き当面の
間、患者の受け入れを行う。その間、患者が出
入りするレッドゾーン内において、別の業者
が、ベッドやモニタなどを含め、相当数の医療
資機材の入れ替え及び設置を行うことは、感
染症対応の観点から問題であり、かつ、施設を
運用しながらの入れ替え及び設置は時間的
（半日内での作業となる）に極めて困難であり、
前年度設置しているベッドやモニタ等の備品、
機材等について、途切れなく継続して使用する
必要がある。

特命随意
契約

139
感染症医
療確保課

入院待機ス
テーションへの
看護補助者派
遣委託契約

令和4年
6月24日

10,424,880
株式会社日本教育クリエ
イト那覇支社

沖縄県那覇市おもろまち
4-16-28Glanzおもろビル
6F

第167条の２
第１項第５号

入院待機ステーションは、従来、自宅療養者等
の入院調整が整うまでの一時（最大24時間程
度を想定）入所施設として、運用を行ってきた。
一方で、高齢者施設のクラスター発生や入所
者の隔離等を目的としたショートステイ需要が
急激に増加しており、従来医師及び看護師で
対応していた医療的な処置に加え、食事、清
潔、排泄等の介助が必要であり、看護補助者
の確保が急務となっている。
このような中、株式会社日本教育クリエイト那
覇支社は、以下の対応が可能である。
①医療機関・福祉施設等における看護補助者
の需要が増加し、県全体で慢性的に不足して
いるが、同社は、看護補助者の迅速な確保及
び派遣が可能である。
➁県内にある人材派遣会社のなかで、看護補
助者等医療・福祉人材を専門で行っている業
者として最大手である。
③看護補助者は明確に資格要件が定められ
ている職種ではないが、レッドゾーンで介護業
務を行うことから即戦力が求められる。同社は
介護職等に係る専門学校や研修の運営等、人
材育成事業も行っていることから、能力の担保
された看護補助者の人材確保を継続的、安定
的に見込める。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

140
ワクチン・
検査推進
課

令和４年度沖
縄県ワクチン接
種促進事業委
託業務

令和4年4
月1日

380,837,329

沖縄県ワクチン接種促進
事業運営共同企業体
①株式会社日本旅行沖
縄
②沖縄ツーリスト株式会
社
③株式会社琉球光和

①那覇市久茂地３丁目21
番１号
②那覇市松尾１丁目２番
３号
③那覇市西１丁目２番16
号

第167条の２
第１項第２号

当該業務は、県民への接種を切れ目なく実施
する必要があるとともに、令和３年度より設置
している沖縄県広域ワクチン接種センターの会
場運営及び予約システムについても継続する
必要がある。
また、取り扱う予約システム及び予診票は、接
種者の個人情報が含まれており、当初契約の
受託者が継続して慎重な取扱い、管理を行う
必要があることから、随意契約を行った。

特命随意
契約

141
ワクチン・
検査推進
課

沖縄県肝炎医
療費公費負担
事務システム
運用保守委託

令和4年4
月1日

924,000 株式会社オーシーシー
沖縄県浦添市沢岻2-17-
1

第167条の２
第１項第６号

当該システムの導入に係る業務を当該契約相
手方に委託したが、障害発生時の対応等、運
用保守についても同一の者が実施する必要が
あるため。

142
ワクチン・
検査推進
課

沖縄県風しん
抗体検査委託
事業契約

令和4年4
月1日

242,904
公益社団法人北部地区
医師会

沖縄県名護市宇茂佐の
森5-2-7

第167条の２
第１項第２号

本事業は、「沖縄県風しん抗体検査委託事業
実施要領」に基づき、各地区医師会において
実施する事業となっているため。なお、実際の
風しん抗体検査については、各地区医師会に
加入している医療機関において実施している。

143
ワクチン・
検査推進
課

沖縄県風しん
抗体検査委託
事業契約

令和4年4
月1日

660,660
一般社団法人中部地区
医師会

沖縄県中頭郡北谷町字
宮城1-584

第167条の２
第１項第２号

本事業は、「沖縄県風しん抗体検査委託事業
実施要領」に基づき、各地区医師会において
実施する事業となっているため。なお、実際の
風しん抗体検査については、各地区医師会に
加入している医療機関において実施している。

144
ワクチン・
検査推進
課

沖縄県風しん
抗体検査委託
事業契約

令和4年4
月1日

389,550
一般社団法人浦添市医
師会

沖縄県浦添市伊祖3-3-1
アルマーレ101

第167条の２
第１項第２号

本事業は、「沖縄県風しん抗体検査委託事業
実施要領」に基づき、各地区医師会において
実施する事業となっているため。なお、実際の
風しん抗体検査については、各地区医師会に
加入している医療機関において実施している。

145
ワクチン・
検査推進
課

沖縄県風しん
抗体検査委託
事業契約

令和4年4
月1日

301,690
一般社団法人那覇市医
師会

沖縄県那覇市東町26-1
第167条の２
第１項第２号

本事業は、「沖縄県風しん抗体検査委託事業
実施要領」に基づき、各地区医師会において
実施する事業となっているため。なお、実際の
風しん抗体検査については、各地区医師会に
加入している医療機関において実施している。



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

146
ワクチン・
検査推進
課

沖縄県風しん
抗体検査委託
事業契約

令和4年4
月1日

314,702
一般社団法人南部地区
医師会

沖縄県島尻郡八重瀬町
字友寄891-1

第167条の２
第１項第２号

本事業は、「沖縄県風しん抗体検査委託事業
実施要領」に基づき、各地区医師会において
実施する事業となっているため。なお、実際の
風しん抗体検査については、各地区医師会に
加入している医療機関において実施している。

147
ワクチン・
検査推進
課

沖縄県風しん
抗体検査委託
事業契約

令和4年4
月1日

68,736
一般社団法人宮古地区
医師会

沖縄県宮古島市平良字
東仲宗根807-5　２階

第167条の２
第１項第２号

本事業は、「沖縄県風しん抗体検査委託事業
実施要領」に基づき、各地区医師会において
実施する事業となっているため。なお、実際の
風しん抗体検査については、各地区医師会に
加入している医療機関において実施している。

148
ワクチン・
検査推進
課

沖縄県風しん
抗体検査委託
事業契約

令和4年4
月1日

68,736
一般社団法人八重山地
区医師会

沖縄県石垣市字登野城
548-4

第167条の２
第１項第２号

本事業は、「沖縄県風しん抗体検査委託事業
実施要領」に基づき、各地区医師会において
実施する事業となっているため。なお、実際の
風しん抗体検査については、各地区医師会に
加入している医療機関において実施している。

149
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルス接種体制
確保事業にお
けるワクチン接
種円滑化シス
テム等管理職
員派遣業務

令和4年4
月1日

3,521,850
株式会社りゅうせきフロン
トライン

沖縄県浦添市勢理客4-
20-1

第167条の２
第１項第６号

　当該業務は新型コロナウイルスワクチンの接
種に要するワクチン・針・シリンジといった物品
の流通、配送スケジュール、ワクチンの接種実
績等を管理するため、「ワクチン接種円滑化シ
ステム（V-SYS）」のシステム管理を主に行う業
務である。
　国・県・市町村等で連携した３回のフェーズに
分けた念入りなトレーニングを経たうえで実施
することとされている。既存の受託業者は令和
３年３月末までに２回目のトレーニングを済ま
せており、他事業者よりも、システムの運用、
関係機関の状況を熟知していることから、令和
４年４月以降も継続する、新型コロナウイルス
ワクチン接種にかかるワクチン配分の手続き
及び市町村や関係機関への支援が滞ることな
く、最も効率的かつ経済的に事業実施が図ら
れると判断されるため、契約相手方とした。



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

150
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルスワクチン専
門相談コール
センター運営業
務（運営部）

令和4年4
月1日

10,211,432
日本トータルテレマーケ
ティング株式会社

東京都渋谷区渋谷3-12-
18渋谷南東急ビル3F

第167条の２
第１項第５号

　新型コロナウイルスワクチンを住民に安心し
て接種を受けて頂くためには、接種による副反
応について相談できる体制を構築し維持する
必要がある。
　ワクチンの接種は令和３年３月から始まって
おり、令和４年度も引き続き接種が行われるた
め、専門相談体制についても日程的に切れ目
なく提供する必要があるため、迅速な業務の引
継ぎと継続が可能な前年度と同一業者を契約
相手方とした。

特命随意
契約

151
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルスワクチン専
門相談コール
センター運営業
務（専門部１）

令和4年4
月1日

7,390,692
一般社団法人沖縄県薬
剤師会

沖縄県島尻郡南風原町
字新川218-10

第167条の２
第１項第５号

　新型コロナウイルスワクチンを住民に安心し
て接種を受けて頂くためには、接種による副反
応について相談できる体制を構築し維持する
必要がある。
　ワクチンの接種は令和３年３月から始まって
おり、令和４年度も引き続き接種が行われるた
め、専門相談体制についても日程的に切れ目
なく提供する必要があるため、迅速な業務の引
継ぎと継続が可能な前年度と同一業者を契約
相手方とした。

特命随意
契約

152
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルスワクチン専
門相談コール
センター運営業
務（専門部２）

令和4年4
月1日

2,194,397
公益社団法人沖縄県看
護協会

沖縄県島尻郡南風原町
字新川272-17

第167条の２
第１項第５号

　新型コロナウイルスワクチンを住民に安心し
て接種を受けて頂くためには、接種による副反
応について相談できる体制を構築し維持する
必要がある。
　ワクチンの接種は令和３年３月から始まって
おり、令和４年度も引き続き接種が行われるた
め、専門相談体制についても日程的に切れ目
なく提供する必要があるため、迅速な業務の引
継ぎと継続が可能な前年度と同一の業者であ
り、多岐に渡る相談内容に対応できる医療専
門団体である左記協会をを契約相手方とした。

特命随意
契約

153
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルスＰＣＲ検査
強化事業に係
るＰＣＲ検査委
託

令和4年4
月1日

単価契約 株式会社ＡＶＳＳ
長崎県長崎市若葉町１番
22号

第167条の２
第１項第２号

　新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査
実施は、衛生検査所として臨時に開設すること
が届け出られた検査機関である必要がある。
　また、検査件数が多量であること、行政検査
等の必要な検査の可能件数は確保する必要
があることから、複数の検査機関で各機関の
処理能力に応じて分担する必要があるため、
検査機関のうち、受託の意向のある左記の者
と契約を締結する。

特命随契



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

154
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルスＰＣＲ検査
強化事業に係
るＰＣＲ検査委
託

令和4年4
月1日

単価契約
株式会社沖縄臨床検査
センター

那覇市辻１丁目６番25号
第167条の２
第１項第２号

　新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査
実施は、衛生検査所として臨時に開設すること
が届け出られた検査機関である必要がある。
　また、検査件数が多量であること、行政検査
等の必要な検査の可能件数は確保する必要
があることから、複数の検査機関で各機関の
処理能力に応じて分担する必要があるため、
検査機関のうち、受託の意向のある左記の者
と契約を締結する。

特命随契

155
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルスＰＣＲ検査
強化事業に係
るＰＣＲ検査委
託

令和4年4
月1日

単価契約
有限会社
ミタカトレード沖縄支社

那覇市久茂地２丁目22番
12号久茂地ＵＦビル８階
801号室

第167条の２
第１項第２号

　新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査
実施は、衛生検査所として臨時に開設すること
が届け出られた検査機関である必要がある。
　また、検査件数が多量であること、行政検査
等の必要な検査の可能件数は確保する必要
があることから、複数の検査機関で各機関の
処理能力に応じて分担する必要があるため、
検査機関のうち、受託の意向のある左記の者
と契約を締結する。

特命随契

156
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルスＰＣＲ検査
強化事業に係
るＰＣＲ検査委
託

令和4年4
月1日

単価契約
学校法人沖縄科学技術
大学院大学学園

国頭郡恩納村谷茶1919
番地１

第167条の２
第１項第２号

　新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査
実施は、衛生検査所として臨時に開設すること
が届け出られた検査機関である必要がある。
　また、検査件数が多量であること、行政検査
等の必要な検査の可能件数は確保する必要
があることから、複数の検査機関で各機関の
処理能力に応じて分担する必要があるため、
検査機関のうち、受託の意向のある左記の者
と契約を締結する。

特命随契

157
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルスＰＣＲ検査
強化事業に係
るＰＣＲ検査委
託

令和4年4
月1日

単価契約
株式会社
沖縄県環境保全研究所

うるま市字洲崎７-11
第167条の２
第１項第２号

　新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査
実施は、衛生検査所として臨時に開設すること
が届け出られた検査機関である必要がある。
　また、検査件数が多量であること、行政検査
等の必要な検査の可能件数は確保する必要
があることから、複数の検査機関で各機関の
処理能力に応じて分担する必要があるため、
検査機関のうち、受託の意向のある左記の者
と契約を締結する。

特命随契



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

158
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルスＰＣＲ検査
強化事業に係
るＰＣＲ検査委
託

令和4年4
月1日

単価契約
一般財団法人
沖縄県環境科学センター

浦添市字経塚720番地
第167条の２
第１項第２号

　新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査
実施は、衛生検査所として臨時に開設すること
が届け出られた検査機関である必要がある。
　また、検査件数が多量であること、行政検査
等の必要な検査の可能件数は確保する必要
があることから、複数の検査機関で各機関の
処理能力に応じて分担する必要があるため、
検査機関のうち、受託の意向のある左記の者
と契約を締結する。

特命随契

159
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルスＰＣＲ検査
強化事業に係
るＰＣＲ検査委
託

令和4年4
月1日

単価契約 楽天グループ株式会社
東京都世田谷区玉川１－
14－１

第167条の２
第１項第２号

　新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査
実施は、衛生検査所として臨時に開設すること
が届け出られた検査機関である必要がある。
　また、検査件数が多量であること、行政検査
等の必要な検査の可能件数は確保する必要
があることから、複数の検査機関で各機関の
処理能力に応じて分担する必要があるため、
検査機関のうち、受託の意向のある左記の者
と契約を締結する。

特命随契

160
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルスＰＣＲ検査
強化事業に係
るＰＣＲ検査委
託

令和4年4
月1日

単価契約
沖縄民間ピーシーアール
検査機構株式会社

那覇市鏡水403番地
第167条の２
第１項第２号

　新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査
実施は、衛生検査所として臨時に開設すること
が届け出られた検査機関である必要がある。
　また、検査件数が多量であること、行政検査
等の必要な検査の可能件数は確保する必要
があることから、複数の検査機関で各機関の
処理能力に応じて分担する必要があるため、
検査機関のうち、受託の意向のある左記の者
と契約を締結する。

特命随契

161
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルスＰＣＲ検査
強化事業検体
回収・輸送業務
委託

令和4年4
月1日

単価契約
赤帽沖縄県軽自動車運
送協同組合

浦添市西洲２－６－６　１
Ｆ

第167条の２
第１項第２号

　新型コロナウイルス感染症ＰＣＲ検査の検体
を土日を含めて回収し、決められた時間内に
検査機関まで届けることが可能であり、急なス
ケジュール変更やルート変更に迅速かつ柔軟
に対応可能な輸送体制がある機関が同社の
みであったため。

特命随契

162
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルス感染症変
異株スクリーニ
ング検体回収・
輸送業務委託
契約

令和4年4
月1日

単価契約
赤帽沖縄県軽自動車運
送協同組合

浦添市西洲２－６－６　１
Ｆ

第167条の２
第１項第６号

　新型コロナウイルス感染症ＰＣＲ検査の検体
を土日を含めて回収し、決められた時間内に
検査機関まで届けることが可能であり、急なス
ケジュール変更やルート変更に迅速かつ柔軟
に対応可能な輸送体制がある機関が同社の
みであったため。

特命随契



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

163
ワクチン・
検査推進
課

労働者派遣基
本契約（新型コ
ロナウイルス感
染症ＰＣＲ検査
強化事業）

令和4年4
月1日

単価契約
株式会社りゅうせきフロン
トライン

浦添市勢理客4-20-1
第167条の２
第１項第６号

　左記の者は当該事業に係る派遣実績があ
り、最も効果的かつ経済的に事業実施を行うた
めには、左記の者に委託することが必要であっ
たため。

164
ワクチン・
検査推進
課

医療機関にお
ける新型コロナ
ウイルス感染
症行政検査委
託

令和4年4
月1日

単価契約
一般社団法人
沖縄県医師会

南風原町字新川218-９
第167条の２
第１項第２号

当該委託契約の対象は県内全域の医療機関
となるため、県内医療機関のとりまとめを行うこ
とができる団体は、左記団体のみであっった
め。

特命随契

165
ワクチン・
検査推進
課

医療機関にお
ける新型コロナ
ウイルス感染
症行政検査委
託

令和4年4
月1日

単価契約 沖縄県立北部病院 大北２丁目12番３号
第167条の２
第１項第２号

当該委託契約の対象は県内全域の医療機関
となるため、左記の県立病院と委託契約を締
結する。

特命随契

166
ワクチン・
検査推進
課

医療機関にお
ける新型コロナ
ウイルス感染
症行政検査委
託

令和4年4
月1日

単価契約
沖縄県立南部医療セン
ター・こども医療センター

南風原町字新川118-１
第167条の２
第１項第２号

当該委託契約の対象は県内全域の医療機関
となるため、左記の県立病院と委託契約を締
結する。

特命随契

167
ワクチン・
検査推進
課

医療機関にお
ける新型コロナ
ウイルス感染
症行政検査委
託

令和4年4
月1日

単価契約 沖縄県立宮古病院
宮古島市平良字下里427
－１

第167条の２
第１項第２号

当該委託契約の対象は県内全域の医療機関
となるため、左記の県立病院と委託契約を締
結する。

特命随契

168
ワクチン・
検査推進
課

医療機関にお
ける新型コロナ
ウイルス感染
症行政検査委
託

令和4年4
月1日

単価契約 沖縄県立八重山病院 石垣市字真栄里584－１
第167条の２
第１項第２号

当該委託契約の対象は県内全域の医療機関
となるため、左記の県立病院と委託契約を締
結する。

特命随契

169
ワクチン・
検査推進
課

医療機関にお
ける新型コロナ
ウイルス感染
症行政検査委
託

令和4年4
月1日

単価契約 沖縄県立精和病院 南風原町字新川260番地
第167条の２
第１項第２号

当該委託契約の対象は県内全域の医療機関
となるため、左記の県立病院と委託契約を締
結する。

特命随契

170
ワクチン・
検査推進
課

医療機関にお
ける新型コロナ
ウイルス感染
症行政検査委
託

令和4年4
月1日

単価契約 社会医療法人敬愛会 沖縄市字登川610
第167条の２
第１項第２号

当該委託契約の対象は県内全域の医療機関
となるため、左記の病院と委託契約を締結す
る。

特命随契



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

171
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルス感染症検
体採取センター
運営委託

令和4年4
月1日

単価契約
株式会社沖縄臨床検査
センター

那覇市辻１丁目６番25号
第167条の２
第１項第２号

　検体採取センターの運営に当たっては、専門
的な知識や技能を持ち、検体取り扱いに精通
した人材を有していること、また検体採取後に
円滑に検査につなげられる体制を有している
必要があり、運営を円滑に実施できる機関は
左記のみであるため左記の者と契約を締結す
る。

特命随契

172
ワクチン・
検査推進
課

臨時行政検査
センター設置・
運営委託（宮古
地区）

令和4年4
月1日

2,268,750
有限会社
ミタカトレード沖縄支社

那覇市久茂地２丁目22番
12号久茂地ＵＦビル８階
801号室

第167条の２
第１項第５号

　新型コロナウイルス感染症の感染急拡大を
防ぐため、地域における検査センターの運営に
当たっては、ＰＣＲ検査を集中的に実施するこ
とができる体制を構築するために、同地区内で
検査をできる左の検査機関に緊急的に委託す
る必要があったため。

特命随契

173
ワクチン・
検査推進
課

臨時行政検査
センター設置・
運営委託（宮古
島市内）

令和4年5
月1日

5,006,980
有限会社
ミタカトレード沖縄支社

那覇市久茂地２丁目22番
12号久茂地ＵＦビル８階
802号室

第167条の２
第１項第５号

　新型コロナウイルス感染症の感染急拡大を
防ぐため、地域における検査センターの運営に
当たっては、ＰＣＲ検査を集中的に実施するこ
とができる体制を構築するために、同地区内で
検査をできる左の検査機関に緊急的に委託す
る必要があったため。

特命随契

174
ワクチン・
検査推進
課

臨時行政検査
センター設置・
運営委託（八重
山地区）

令和4年6
月6日

1,911,800
有限会社
ミタカトレード沖縄支社

那覇市久茂地２丁目22番
12号久茂地ＵＦビル８階
802号室

第167条の２
第１項第５号

　新型コロナウイルス感染症の感染急拡大を
防ぐため、地域における検査センターの運営に
当たっては、ＰＣＲ検査を集中的に実施するこ
とができる体制を構築するために、同地区内で
検査をできる左の検査機関に緊急的に委託す
る必要があったため。

特命随契

175
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルス感染症行
政検査に係る
発生届発出業
務委託

令和4年4
月1日

単価契約
一般社団法人
沖縄県医師会

南風原町字新川218-９
第167条の２
第１項第２号

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴、
多数の医師が所属しており、安定的に当該業
務を遂行することができる沖縄県医師会を選
定した。

特命随契

176
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルス感染症行
政検査に係る
発生届発出業
務委託

令和4年4
月1日

単価契約 沖縄県立宮古病院
宮古島市平良字下里427
－１

第167条の２
第１項第２号

当該業務を遂行するにあたり、地域において
対応できる医療機関であること、安定的に当該
業務を遂行することができる左記医療機関と
契約を締結した。

特命随契



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

177
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルス感染症行
政検査に係る
発生届発出業
務委託

令和4年4
月1日

単価契約
医療法人徳洲会
宮古島徳洲会病院

宮古島市平良字松原552
－１

第167条の２
第１項第２号

当該業務を遂行するにあたり、地域において
対応できる医療機関であること、安定的に当該
業務を遂行することができる左記医療機関と
契約を締結した。

特命随契

178
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルス感染症行
政検査に係る
発生届発出業
務委託

令和4年4
月1日

単価契約
医療法人
下地診療所

宮古島市下地字上地634
－１

第167条の２
第１項第２号

当該業務を遂行するにあたり、地域において
対応できる医療機関であること、安定的に当該
業務を遂行することができる左記医療機関と
契約を締結した。

特命随契

179
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルス感染症行
政検査に係る
発生届発出業
務委託

令和4年4
月1日

単価契約
（医）鳥伝白川会
ドクターゴン診療所

宮古島市字宮国746-17
第167条の２
第１項第２号

当該業務を遂行するにあたり、地域において
対応できる医療機関であること、安定的に当該
業務を遂行することができる左記医療機関と
契約を締結した。

特命随契

180
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルス感染症行
政検査に係る
発生届発出業
務委託

令和4年4
月1日

単価契約 レオクリニック
宮古島市平良字下里
1578-８

第167条の２
第１項第２号

当該業務を遂行するにあたり、地域において
対応できる医療機関であること、安定的に当該
業務を遂行することができる左記医療機関と
契約を締結した。

特命随契

181
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルス感染症行
政検査に係る
発生届発出業
務委託

令和4年4
月1日

単価契約
医療法人わかば会
きしもと内科

宮古島市平良下里1555-
１

第167条の２
第１項第２号

当該業務を遂行するにあたり、地域において
対応できる医療機関であること、安定的に当該
業務を遂行することができる左記医療機関と
契約を締結した。

特命随契

182
ワクチン・
検査推進
課

新型コロナウイ
ルス感染症行
政検査に係る
発生届発出業
務委託

令和4年6
月6日

単価契約
医師（フリーランス）
城所　望他２名

第167条の２
第１項第５号

新型コロナウイルス感染症の感染急拡大を防
ぐため、緊急的に地域において対応できる医
師であること、安定的に当該業務を遂行するこ
とができる左記医師と契約を締結した。

特命随契



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

183
ワクチン・
検査推進
課

事務用品賃貸
借

令和4年4
月1日

1,051,314 株式会社ジムキ文明堂 那覇市久米２－４－１４
第167条の２
第１項第６号

　令和３年度、ワクチン・検査推進課の前身で
ある感染症対策課及びワクチン接種等戦略課
は新型コロナウイルス感染症対応のため臨時
的に設置され、業務量及び人員が急増したこと
もあり、左記の業者から机等の事務用品のレ
ンタルを行った。
　令和４年度からは新たにワクチン・検査推進
課が発足し、継続して新型コロナウイルス感染
症対応を行うこととなったが、連日、新規陽性
者が1，000名を越え、災害級とも言える対応を
強いられる状況であり、机等の入れ替えが現
実的に厳しいことから、現行使用しているレン
タルを延長することにより履行期間の短縮、経
費の削減が実現できるため、左記の業者との
間で契約を締結した。

184
ワクチン・
検査推進
課

臨床検査（クオ
ンティフェロン
（ＱＦＴ）検査）
業務委託契約

令和4年5
月12日

2,631,910
株式会社ファルコバイオ
システムズ

京都市左京区聖護院蓮
華蔵町４４－３

第167条の２
第１項第８号

見積書比較の結果、過去２年の実績を勘案
し、最も安価な見積を提示した業者を選定し
た。

単価契約

185
健康長寿
課

令和４年度が
ん検診充実強
化促進事業

令和4年4
月1日

15,300,000
一般社団法人　沖縄県医
師会

沖縄県南風原町字新川
218-9

第167条の２
第１項第２号

　本事業は、がん検診の実施体制を充実する
ため、検診医療機関における実態把握・改善
への助言等を行うとともに、検診従事者人材育
成や受診率向上に向けた普及啓発等を行う事
業である。事業の実施には、医療分野におけ
る専門的知識かつ各医療機関に対する指導力
が不可欠であるため、県内医療機関への組織
的関与が可能であり、県内において本事業の
目的を最大限達成できる当該機関との随意契
約を行うものである。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

186
健康長寿
課

令和４年度節
度ある適度な
飲酒サポート
事業業務委託
契約

令和4年5
月31日

1,026,806
一般社団法人おきなわ
ASK

沖縄県豊見城市字真玉
橋290-1 201

167条の２第
１項第２号

随契契約ガイドラインの適用区分（２）⑩オ
　一般社団法人おきなわASKは、アルコールや
薬物をはじめとする様々な依存関連問題の予
防に取り組む特定非営利活動法人ASKのグ
ループ団体である。
　当法人は、アルコール対策の周知啓発事業
から、個別支援、地域等の環境（システム）づく
りまで総合的な対応を行える県内唯一の団体
であり、設立以来、沖縄県や沖縄県教育庁、沖
縄県警からの委託を受け、アルコール対策関
連の講習会や調査等を実施してきた実績があ
る。
　今回の委託業務は、働き盛り世代を対象に
飲酒習慣の改善を図ることを目的としており、
アルコールの健康に及ぼす影響はもとより、職
場における環境づくりにかかる指導も必要とさ
れ、当法人については、これまでの事業実績
からも、委託業務を適切に実施できる唯一の
法人である。

特命随意
契約

187
国民健康
保険課

国民健康保険
課業務用自動
車賃貸借契約

令和４年
４月13日

2,442,000
日本カーソリューションズ
株式会社沖縄支店

沖縄県那覇市久茂地３丁
目１番１号

第167条の２
第１項第８号

　当該賃貸借契約については、一般競争入札
を実施したが、再度の入札に付しても落札者
がなかったため、地方自治法第167条の２第１
項第８号の規定により入札において最も安価
な額を提示した左記の業者と随意契約を行っ
た。



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

188
感染症総
務課

新型コロナウイ
ルス感染拡大
防止対策業務
委託

令和4年
4月1日

57,789,000
公益社団法人沖縄県看
護協会

沖縄県南風原町字新川
272番地17

第167条の２
第１項第２号

新型コロナウイルス感染症の陽性者に対し、
感染症法に基づき実施する積極的疫学調査は
臨床情報の聞き取りや、就業制限・解除判断、
受診調整、入院勧告等、看護職の専門的知識
が求められる業務内容であるが、同団体は「看
護師等の人材確保の促進に関する法律」の規
定により沖縄県ナースセンターとして指定され
る県内唯一の看護職者職能団体であり、本業
務において的確かつ継続的に対応看護職を派
遣できる唯一の機関である。

特命随意
契約

189
感染症総
務課

新型コロナウイ
ルス感染症対
策事務におけ
る保健所への
事務補助職員
派遣業務

令和4年
4月1日

単価契約
株式会社人材派遣セン
ターオキナワ

沖縄県那覇市久茂地１－
７－１

第167条の２
第１項第６号

本業務は、保健所における新型コロナウイル
ス感染者の問合せや、感染者または濃厚接触
者への各種連絡、健康管理等に関する事務に
対応する事務職員の派遣業務である。令和4
年度において、依然として新規感染者数は高く
で推移しており、日々の切れ目無く発生する当
該業務に対し、業者を途中で変更することは、
業務に著しく支障をきたす恐れがある。それゆ
えノウハウを持つ社員を要する同社に引き続
き業務を委託することが、最も効果的かつ経済
的に事業実施が図られると判断されるため、継
続案件として入札に付せず随意契約を行う。



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

190
感染症総
務課

新型コロナウイ
ルス感染症対
策事務におけ
る保健所への
事務補助職員
派遣業務

令和4年
4月1日

単価契約 株式会社プレンティー
沖縄県浦添市西原２－４
－１

第167条の２
第１項第６号

本業務は、保健所における新型コロナウイル
ス感染者の問合せや、感染者または濃厚接触
者への各種連絡、健康管理等に関する事務に
対応する事務職員の派遣業務である。令和4
年度において、依然として新規感染者数は高く
で推移しており、日々の切れ目無く発生する当
該業務に対し、業者を途中で変更することは、
業務に著しく支障をきたす恐れがある。それゆ
えノウハウを持つ社員を要する同社に引き続
き業務を委託することが、最も効果的かつ経済
的に事業実施が図られると判断されるため、継
続案件として入札に付せず随意契約を行う。

191
感染症総
務課

新型コロナウイ
ルス感染症対
策事務におけ
る保健所への
事務補助職員
派遣業務

令和4年
4月1日

単価契約 株式会社ホット沖縄
沖縄県那覇市西１－９－
１８

第167条の２
第１項第６号

本業務は、保健所における新型コロナウイル
ス感染者の問合せや、感染者または濃厚接触
者への各種連絡、健康管理等に関する事務に
対応する事務職員の派遣業務である。令和4
年度において、依然として新規感染者数は高く
で推移しており、日々の切れ目無く発生する当
該業務に対し、業者を途中で変更することは、
業務に著しく支障をきたす恐れがある。それゆ
えノウハウを持つ社員を要する同社に引き続
き業務を委託することが、最も効果的かつ経済
的に事業実施が図られると判断されるため、継
続案件として入札に付せず随意契約を行う。



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

192
感染症総
務課

新型コロナウイ
ルス感染症対
策事務におけ
る保健所への
事務補助職員
派遣業務

令和4年
4月1日

単価契約 中部観光バス株式会社
沖縄県沖縄市八重島2丁
目12番2号

第167条の２
第１項第６号

本業務は、保健所における新型コロナウイル
ス感染者の問合せや、感染者または濃厚接触
者への各種連絡、健康管理等に関する事務に
対応する事務職員の派遣業務である。令和4
年度において、依然として新規感染者数は高く
で推移しており、日々の切れ目無く発生する当
該業務に対し、業者を途中で変更することは、
業務に著しく支障をきたす恐れがある。それゆ
えノウハウを持つ社員を要する同社に引き続
き業務を委託することが、最も効果的かつ経済
的に事業実施が図られると判断されるため、継
続案件として入札に付せず随意契約を行う。

193
感染症総
務課

新型コロナウイ
ルス感染症療
養証明書発行
運用等に関す
る業務

令和4年
6月28日

13,800,000
株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ九州

福岡県福岡市博多区博
多駅前1丁目17番21号

第167条の２
第１項第２号

保健所では療養が解除された方に発行する療
養証明書の発行作業にかなりの時間と人員を
要している。今後更なる感染拡大が想定される
ことから、現在発行している紙媒体の証明書の
うち、大部分をRPA（ロボットによる業務自動
化：Robotics Process Automation）ツールを活
用して、電子媒体の証明書発行で事務作業の
効率化および省力化を図る必要があった。シ
ナリオプログラムは、NTTグループにより開発
されたRPAにて作成されており、その運用支援
や問合せ対応は株式会社エヌ・ティ・ティ・デー
タ九州でなければ運用に著しく支障を生じ、ま
た障害発生時に責任の所在が不明瞭となる恐
れがある。可及的速やかに証明書発行業務を
円滑に遂行するための体制を構築するため
に、入札に付せず最も効果的かつ経済的に事
業実施が図られると判断されるため、特命随
意契約を行う。

特命随意
契約



保健医療部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

194
感染症総
務課

令和４年行
（ウ）第２号事
件に係る訴訟
委託

令和4年5
月6日

550,000
弁護士法人ひかり法律事
務所

沖縄県那覇市前島２丁目
９番13号大城物産ビル２
階

第167条の２
第１項第２号

　県を当事者とする訴訟の代理人は、行政に
関する訴訟等について専門的な知識及び経験
を有し、県政に対する理解と協力が得られる者
である必要がある。
　受託者は、本件訴訟に係る法律相談も受け
ており、経緯や内容等を熟知している。
　そのため、同事務所所属弁護士を訴訟代理
人として、本件訴訟の処理を委託することが適
当であると判断した。

特命随意
契約


